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はじめに 

 

我が国の行政機関を取り巻く環境は、デジタル技術の進展、経済のグローバル化、社会課

題の複雑化・多様化等に伴って大きく変化しつつある。こうした環境の変化に的確に対応し、

デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（以下「IT戦略」）が掲げる利用者中

心の行政サービスを実現するためには、予め情報システムの仕様を詳細に定義した上で開

発を進めるウォーターフォール型のみでなく、短サイクルで、利用者のフィードバックを得

ながら柔軟にサービスを作り込むアジャイル型のアプローチを活用することも重要となる。 

 

諸外国政府では、サービス開発のアプローチとしてアジャイル型開発が定着して久しい。

我が国政府でもアジャイル型開発の重要性はかねて認識されており、2017 年の IT 戦略で

は、アジャイル型で環境の変化に対応できるようにすることの重要が指摘されている。また、

「デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン」においても、利用者が多岐にわたり、要件

定義等の関係者に対して綿密な調整が必要となる等の場合は、開発手法としてアジャイル

型を導入することで、利用者の利便性を向上させるよう考慮するとされている。 

 

しかしながら、その具体的な実践方法については、同ガイドラインや同解説書では大まか

な方向性が示されるにとどまっている。今後、アジャイル型開発が広く活用されるためには、

行政機関特有の制約条件を踏まえた、実践的なアジャイル型開発のハウツーやノウハウが

整理されていることが重要になると考えられる。本調査研究は、こうした問題意識に立ち、

アジャイル型開発手法に関する文献調査、アジャイル型開発の経験を有する行政機関及び

専門家へのヒアリング、並びに政府及び当研究所会員の IT企業からなる研究会での検討等

を通じて、今後、行政機関のサービス開発に携わる組織や職員が、アジャイル型開発を実践

するに当たり、現場で役立つ知見及び中長期的に講ずべき施策を抽出・整理することを目的

とするものである。 

 

なお、本調査研究は、株式会社 NTTデータ経営研究所の協力を得つつ当研究所において実

施した。また、内閣官房 IT 総合戦略室、総務省行政管理局、及び当研究所会員企業からは

研究会への参画を、自治体、各国政府及び専門家各位には、インタビューや資料提供の協力

をいただいた。この場を借りて深く感謝申し上げたい。 

 

一般社団法人行政情報システム研究所 

 主席研究員 狩野 英司 

       主任研究員 栗田 祐一 

         研究員 増田 睦子 

研究員 松本 智史
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1. 本報告書の構成と調査の流れ 

本報告書は以下の各章から構成される。 

 

第２章 アジャイル型開発の概念と行政にとっての意義 

アジャイル型開発に通底するマインドセット等の考え方を整理した上で、アジ

ャイル型開発が政府の IT戦略や共通ルール等において、どのように位置づけら

れているかを確認する。 

 

第３章 国内インタビュー調査 

行政機関がアジャイル型開発を実践するにあたり、現場で生じ得る課題及び解

決策を整理するため、実際にアジャイル型開発に取り組んだ行政機関の担当者

及び行政におけるアジャイル型開発に知見を有する有識者に対してインタビュ

ー調査を行う。 

 

第４章 海外インタビュー調査 

アジャイル型開発を実践するにあたっての課題の整理や解決策の検討の参考と

するため、海外の先進事例について調査を行う。 

 

第５章 課題及び解決策の検討 

政府及び IT 企業で構成する研究会を通じて、日本の行政におけるアジャイル型

開発の推進にあたっての課題と解決策を検討する。 

 

第６章 まとめ 

本調査研究の結果を整理し、今後の行政機関におけるアジャイル型開発の導入に

あたっての示唆を抽出する。 

 

本報告書の構成の全体像を図 1.1に示す。 
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図 1.1 本報告書の構成 

 

  

文献・Web調査

ヒアリング調査
（対面、オンライン、書面）

研究会の開催

第２章 アジャイル型開発
の概念と行政に
とっての意義

第３章 国内インタビュー
調査

第４章 海外インタビュー
調査

第５章 課題及び解決策の
検討

• アジャイル型開発の概念整理
• 政府におけるアジャイル型開発

の位置づけの確認

アジャイル型開発の事例等に
おける課題及び解決策の情報収集

アジャイル型開発の実践に係る
課題及び解決策の検討

［章タイトル］ ［調査手法］［実施内容］

第６章 まとめ
行政におけるアジャイル型開発の
導入に向けた考察
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2. アジャイル型開発の概念と行政にとっての意義 

アジャイル型開発とは、変化への迅速な適応が可能なソフトウェア開発の原則に基

づく、一連のフレームワークやプラクティス（習慣）の総称であり、それらに共通する

マインドセットを含んでいる。必ずしも固定的な定義が存在するわけではないため、本

調査研究を進めるにあたっては、こうした概念や考え方をいったん整理しておく必要

がある。本章では、アジャイル型開発が提唱された背景、アジャイル型の価値観とそれ

を支える原則等を整理した上で、政府が策定した IT戦略や共通ルール等において、ア

ジャイル型開発がどのように位置づけられているかを示す。 

 

(1) アジャイル型開発の概念 

アジャイル型開発とは、ある特定の開発手法を示す言葉ではない。アジャイル型開

発とは何なのかを一義的に示すことは難しいが、理解を深めるためにその誕生の経緯

を確認する。 

 

① アジャイル型開発の成り立ち 
1990年代後半、ウォーターフォール・モデルや Vモデルのような、それまで主流

だった重量ドキュメント駆動（詳細な仕様を書き込んだ大量のドキュメントを作成

して開発を進める）のソフトウェア開発方法論へのアンチテーゼとして、迅速に変

化に適応できる軽量ソフトウェア開発方法論を提唱・実践する人々が現れた。それ

らは数年の間に世界中で同時発生的に提唱され、Scrum、XP、Cristal Clearといっ

た開発方法論が互いに影響を与えつつ発展した。その中には、プロジェクト管理に

特化したものや、開発者個人の心構え集に近いものまであり、カバーする範囲も様々

であった。 

そうした軽量ソフトウェア開発方法論の最前線にいた 17 名の専門家達が、2001

年に米国ユタ州スノウバードに集まり、それぞれが持つ開発方法論の共通部分を見

出すべく議論を重ねた。結果として、開発方法論の統一が図られることはなかった

が、変化に対応することの必要性、主な 4つの価値、その背後にある 12の原則に関

する共通認識を得て、共同で「アジャイルソフトウェア開発宣言」をとりまとめ、

公開した。 

こうした経緯からも分かる通り、アジャイル型開発（アジャイル型ソフトウェア

開発）とは、アジャイルソフトウェア開発宣言における価値と原則に基づく一連の

フレームワークやプラクティス（習慣）の総称であり、それらに共通するマインド

セットを含んでいる。したがって、アジャイル型開発において期待される成果を出

すためには、フレームワークやプラクティス（習慣）を導入するだけではなく、マ
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インドセットや原則を理解し、実践することが重要となる。 

 

② アジャイルの 4つの価値と背後にある 12の原則 
前節で述べた、17名の軽量ソフトウェア開発方法論の専門家達が共通認識を得た

4つ価値は、以下のようにまとめられている。 

 

アジャイルソフトウェア開発宣言 

 

私たちは、ソフトウェア開発の実践 あるいは実践の手助けをする活動を通じて、

よりよい開発方法を見つけだそうとしている。 

この活動を通して、私たちは以下の価値に至った。 

 

プロセスやツールよりも個人と対話を、 

包括的なドキュメントよりも動くソフトウェアを、 

契約交渉よりも顧客との協調を、 

計画に従うことよりも変化への対応を、 

 

価値とする。すなわち、左記のことがらに価値があることを認めながらも、私たち

は右記のことがらにより価値をおく。 

 

Kent Beck、Mike Beedle、Arie van Bennekum、Alistair Cockburn、Ward Cunningham、

Martin Fowler、James Grenning、Jim Highsmith、Andrew Hunt、Ron Jeffries、

Jon Kern、Brian Marick、Robert C．Martin、Steve Mellor、Ken Schwaber、Jeff 

Sutherland、Dave Thomas 

 

© 2001, 上記の著者たち 

この宣言は、この注意書きも含めた形で全文を含めることを条件に自由にコピーし

てよい。 

 

なお、独立行政法人 情報処理推進機構（IPA）は、2020年に公開した「アジャイ

ルソフトウェア開発宣言の読みとき方」において、以下のように、アジャイルソフ

トウェア開発宣言に対する誤解と真意について注意を促している。 
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「アジャイルソフトウェア開発宣言」に対する誤解と真意 

 

「アジャイルソフトウェア開発宣言」のうち、価値について言及している文は「〜

よりも」とあることから、一見すると左記のことがら「プロセスやツール、ドキュ

メント、契約、計画」は疎かにしてもよいと解釈されがちです。ここから、アジャ

イルソフトウェア開発ではドキュメントを作成しなくてもよいとか、計画は考えな

くてもよいなどの誤解が生じることが、よくあります。ですが、見落とされがちな

「左記のことがらにも価値があることを認めながらも」という一文にあるとおり、 

「プロセスやツール、ドキュメント、契約、計画」にも価値があることを、明言し

ています。よってアジャイルソフトウェア開発でも“価値のある”必要なドキュメ

ントは作成しますし、事前に計画を立てて作業を進めていくことは、言うまでもあ

りません。また開発を効率的に進めるためには、有用なツールを活用することも重

要です。 

アジャイルソフトウェア開発宣言で伝えようとしていることは、まずマインドセッ

トがあって、そのうえで「プロセスやツール、ドキュメント、契約、計画」を考え

るべきである、ということなのです。このマインドセットは、「個人と対話、動く

ソフトウェア、顧客との協調、変化への対応」として簡潔に表現されていますが、

後述の「原則」を踏まえてもう少し具体的に表すと、次のようなことを示していま

す。 

 

 「対面コミュニケーション」 

個人同士の対話を通じて相互理解を深めることで、よりよいチームが作

られる。 

 「実働検証」 

動くソフトウェアを使って繰り返し素早く仮説検証をし、その結果から

学ぶことがよりよい成果を生み出す。 

 「顧客との Win-Win 関係」 

お互いの立場を超えて協働することにより、よりよい成果と仕事のやり

方を作ることができる。 

 「変化を味方に」 
顧客のニーズやビジネス市場の変化は事前計画を狂わす脅威ではなく、

よりよい成果を生み出す機会と捉える。 

[P4] 
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上記の「アジャイルソフトウェア開発宣言」で表明されている４つの価値と併せ

て、それらを実現するために従うことが望ましい根本的・根源的な取り組み姿勢と

して、以下の 12の「アジャイル宣言の背後にある原則」が示されている。 

 

アジャイル宣言の背後にある原則 

 

私たちは以下の原則に従う: 

 

1. 顧客満足を最優先し、価値のあるソフトウェアを早く継続的に提供します。 

2. 要求の変更はたとえ開発の後期であっても歓迎します。変化を味方につけるこ

とによって、お客様の競争力を引き上げます。 

3. 動くソフトウェアを、2-3週間から 2-3ヶ月というできるだけ短い時間間隔で

リリースします。 

4. ビジネス側の人と開発者は、プロジェクトを通して日々一緒に働かなければな

りません。 

5. 意欲に満ちた人々を集めてプロジェクトを構成します。環境と支援を与え仕事

が無事終わるまで彼らを信頼します。 

6. 情報を伝えるもっとも効率的で効果的な方法はフェイス トゥ フェイスで話

をすることです。 

7. 動くソフトウェアこそが進捗の最も重要な尺度です。 

8. アジャイル･プロセスは持続可能な開発を促進します。一定のペースを継続的

に維持できるようにしなければなりません。 

9. 技術的卓越性と優れた設計に対する不断の注意が機敏さを高めます。 

10. シンプルさ（ムダなく作れる量を最大限にすること）が本質です。 

11. 最良のアーキテクチャー・要求・設計は、自己組織的なチームから生み出され

ます。 

12. チームがもっと効率を高めることができるかを定期的に振り返り、それに基づ

いて自分たちのやり方を最適に調整します。 

 

③ アジャイル型開発のプロセス 
アジャイル型開発のプロセスの特徴は、ソフトウェア全体を一括して開発するの

ではなく、小さな単位に分割して反復（Iteration）しながら段階的に積み上げてい

くことである。 

一つ一つの反復の最後に、顧客やユーザーに動くソフトウェアを見せる。実際に
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動くソフトウェアを、短サイクルで繰り返し顧客に確認してもらうことで、利用者

のニーズに沿わないソフトウェアを開発してしまうリスクを軽減し、最終的には利

用価値の高いソフトウェアを提供する。 

 

図 2.3.1. に、アジャイル型開発のプロセスイメージを示す。 

 

 

図 2.3.1 アジャイル型開発のプロセスイメージ 1 

 

【参考】ウォーターフォール型開発のプロセスの特徴 2 

ソフトウェア開発プロセスを理解するための参考として、アジャイル型開発と対置

されることの多いソフトウェア開発手法であるウォーターフォール型開発のプロ

セスの特徴を以下に示す。 

 

 ウォーターフォール型開発とは、例えば「要件定義」、「設計」、「実装」、「テス

ト」等の工程に分割して、文字通り、上流から下流へ滝の水が流れていくよう

に進めていく開発手法。原則として、前工程が完了しないと次工程に進まない

（設計中に実装を開始するなどの並行作業は行わない）ようにすることで、各

工程の成果物の品質を確保し、前工程への手戻りを最小限にする。 

 ソフトウェアの要件は「要件定義」工程にて決定し、その要件を正しいものと

して必要な期間やリソース（人員や予算など）を検討し、開発計画を立てる。 

                                                   
1 参考：https://www.sei-info.co.jp/it-keyword/summary_agile.html 
2 参考：https://www.sei-info.co.jp/it-keyword/summary_agile.html 

https://www.sei-info.co.jp/it-keyword/summary_agile.html
https://www.sei-info.co.jp/it-keyword/summary_agile.html
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 各工程間の引き継ぎは、要件定義書や設計書のような文書によって行われるた

め、相当量の文書を作成する必要がある。各工程を担当するチームが QCD3にコ

ミットすることで、大規模なソフトウェア開発を工程毎に分業して、計画的に

進める。 

 

図 2.3.2に、ウォーターフォール型開発のプロセスイメージを示す。 

 

 

図 2.3.2 ウォーターフォール型開発のプロセスイメージ 

④ アジャイル型開発の適用領域 
本節では、アジャイル型開発とウォーターフォール型開発の比較を通して、それ

ぞれの得意とする適用領域の相違点を説明する。 

 

Barry Boehmと Richard Turnerは、その共著 6において、アジャイル型開発とウ

ォーターフォール型開発が得意とする分野を、それぞれのホームグラウンドとして

表 2.4.1 のように整理、比較している。 

 
  

                                                   
3 Quality：品質、Cost：コスト、Delivery：納期の頭文字を取った略称。又は、それぞれをバランスよ

く保つことを重視するする考え方。 
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表 2.4.1 アジャイル型開発とウォーターフォール型開発のホームグラウンド 

特徴 アジャイル型開発 ウォーターフォール型開発 

アプリケ

ーション 

主な目的 迅速な価値、変化への対応 予測可能性、安定性、高い確実性 

規模 小規模なチーム、プロジェクトチ

ーム 

大規模なチーム、プロジェクトチ

ーム 

環境 混沌、激しい変化、プロジェクト

チーム中心 

安定、少ない変化、組織／プロジェ

クトチーム中心 

マネジメ

ント 

顧客との関係 専任のオンサイト顧客、優先順位

付けされた開発項目 

必要に応じた顧客とのやりとり、

契約条項中心 

計画と管理 内在化された計画、質的制御 文書化された計画、質的制御 

コミュニケーショ

ン 

個人間の暗黙知 文書化された形式知 

技術 要求 優先順位付けされた形式にこだわ

らないストーリーとテストケー

ス、予想できない変化の受容 

正式に認可されたプロジェクトチ

ーム、予測可能な諸条件（能力、イ

ンターフェイス、要求）の変化 

開発 シンプルな設計、短いイテレーシ

ョン、リファクタリングは低コス

トであると想定 

大規模な設計、長い開発期間、リフ

ァクタリングは高コストであると

想定 

テスト 実行可能なテストケースで要求を

定義 

文書化されたテスト計画及び手続

き 

人 顧客 専任、常駐、CRACK

（Collaborative , 

Representative , Authorized , 

Committed , Knowledgeable）4を

満たす 

常駐はしない、CRACKを満たす 

開発者 Cockburnのレベル 2,3が 30%以上、

レベル 1B以下は無し 

初期はレベル 3 が 50%、通期では

10%、レベル 1Bが 30%可 

文化 高い自由度がもたらす権限移譲 方針、手続きがもたらす権限移譲 

 

表 2.4.1 の下部、開発者の項では、開発手法によってどのような力量のエンジニ

アが必要かを示している。「Cockburn のレベル」とは、ソフトウェアエンジニアのレ

ベルを表すもので、Alistair Cockburnによって提示された内容に、Barry Boehmと

Richard Turner が改訂 7を加えたものである。その概要を表 2.4.2 に示す。 

 

 

                                                   
4 顧客が「協調的で、代表をしており、権限を持っており、任されていて、知識を持っている」人物であ

ることを表す。 
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表 2.4.2 ソフトウェアエンジニアの理解と利用のレベル 5 

レベル 特徴 

3 先例のない新しい状況に適合するために、（ルールを破ってでも）手法を改定するこ

とができる。 

2 先例のある新しい状況に適合するために、手法をカスタマイズできる。 

1A トレーニングを受ければ、手法の手順のうち自由裁量の部分を遂行できる（例えば、

インクレメントに応じた開発ストーリーの調整、パターンの開発、リファクタリン

グ、パッケージの活用・統合等）。経験を積めばレベル 2になれる。 

1B トレーニングを受ければ、手法の手順のうち手続き的な部分を遂行できる（例えば、

単純なメソッドのコーディング、簡単なリファクタリング、コーディング標準や構

成管理基準への準拠、テストの実行等）。経験を積めばレベル 1Aになれる。 

-1 技術的スキルは持ち合わせているかもしれないが、協調したり、共通の手法に従っ

たりはできない（あるいはしたがらない）。 

 

アジャイル開発を進める上では、チーム全体の中での開発者それぞれのレベルを判

断することが重要である。各レベルの開発者に対する判断・対応のポイントについては

以下のように整理されている。 

 

 「レベル-1」の人 

できるだけ早く見つけ出し、アジャイルチームでも計画駆動型チームでもない

どこかで仕事をするように配置替えをすべき。 

 「レベル 1B」の人 

平均レベル以下の、経験は少ないが、勤勉な開発者である。彼らは安定した状況

下での簡単なソフトウェア開発では、十分に役目を果たすことができる。しかし、

速い変化に対応しようとするとアジャイルチームの速度を落としてしまう。チ

ームの大部分がこのレベルであった場合には特にそれが顕著である。よく組織

化された安定した計画駆動型チームでは、このレベルの人の数が多くてもうま

くいく。 

 「レベル 1A」の人 

彼らを指導するレベル 2 の人が十分にいる場合には、アジャイルチームでも計

画駆動型チームでもうまく機能する。レベル 1 の人五人に対してレベル 2 の人

が一人いれば、そのアジャイルチームはまず成功できるとアジャイル主義者が

言うとき、このレベル 1 の人とはおおむねレベル 1A の人のことを指している。 

 「レベル 2」の人 

                                                   
5『アジャイルと規律 ～ソフトウエア開発を成功させる２つの鍵のバランス～ 』（Barry Boehm、Richard 

Turner 著、日経 BP社、ウルシステムズ株式会社 、河野 正幸、原 幹 監訳, 越智 典子 訳、2004

年）。 
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小規模で先例のあるアジャイル又は計画駆動型のプロジェクトをマネジメント

することができるが、大規模か又は先例のないプロジェクトの場合は「レベル 3」

の人の指導が必要である。レベル 2のうちの幾人かは、経験を積むことでレベル

3に移行できる可能性があるが、移行できない人もいる。 

 

上記のホームグラウンドを前提として、アジャイル型開発とウォーターフォール

型開発の特徴を表 2.4.3に示す。 

 

表 2.4.3 アジャイル型開発とウォーターフォール型開発の特徴（まとめ） 

要因 アジャイル型開発 ウォーターフォール型開発 

規模 小規模な製品、チーム分け。暗黙知に

依存しているため大規模化は困難。 

大規模な製品、チーム向け。小さなプロ

ジェクトように切り詰めるのは困難。 

重要度 安全性が重視される製品への適用例

はない。設計がシンプルで文書が少な

いことが前提。 

重要度の高い（例えば、ソフトウェアの

欠陥により生命が失われる可能性があ

る）製品向けに進化した手法である。重

要度の高くない製品用に切り詰めるの

は困難。 

変化の度合い 変化の度合いが高い環境で、設計をシ

ンプルにして継続的にリファクタリ

ングしていく。 

安定した環境で事前の大きな設計（Big 

Design Up Front）を実施する。不安定

な環境ではやり直しのコストが高くつ

く。 

人 レベル 2,3の熟練者が開発期間を通じ

て十分な割合で必要。レベル 1B のア

ジャイルに慣れていない人を使うこ

とによるリスクは高い。 

プロジェクトの初期段階ではレベル 2,3

の熟練者が必要。後期の段階では、レベ

ル 1Bの人も使える。 

文化 高い自由度を持つことで、快適で権限

が与えられていると感じられる文化

で繁栄する。（カオスにおける繁栄）。 

明確な方針と手続きで自分の役割が定

義されていることを感じられる文化で

繁栄する。（秩序における繁栄）。 

 

なお、表 2.4.3 ではアジャイル型開発が小規模開発に適すると整理したが、現在、

米国等諸外国においては、大規模開発への適用も進んでいる。また、SAFe（Scaled 

Agile Framework）を始めとする大規模アジャイル型開発フレームワークも開発され、

活用されている。 

 

以上のようにアジャイル型開発は、現時点では、あらゆる情報システム開発に適

用すべきものではなく、開発するプロダクト（ソフトウェア）その他の条件に適し

た開発手法を検討することが重要である。開発対象がアジャイル型開発のホームグ

ラウンドと異なっているほど、アジャイル型開発を純粋な形で使用した場合に問題

が発生するリスクは高くなる。そのような場合は、ウォーターフォール型開発を含

む他の手法の特徴を理解した上で、部分的に取り入れることも必要となる。 
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⑤ スクラム由来のアジャイル型開発の関連概念・キーワード 
アジャイル型開発には、エクストリームプログラミング（XP）、リーン、機能駆動

型開発（FDD）など様々な手法があるが、行政に最も大きな影響を与えているのがス

クラム（Scrum）である。 

本調査研究のインタビュー調査においても、有識者の多くがスクラムの経験を有

しており、ヒアリングした内容や用語もスクラムを前提としていることが多い。そ

こで、本項では、本報告書の内容を正確に理解するために必要と考えられる、スク

ラムチームについての用語や概念を解説する。なお、その他の詳細については、参

考資料を参照のこと。 

 

スクラムチームが目指す姿は『自己組織化』『機能横断』である。自己組織化され

たチームでは、ミッションを達成する上で最善の策は何であるのかを、チームの外

からの指示ではなく、自分たちで意思決定する。機能横断的なチームでは、チーム

以外の力に頼らずに作業を成し遂げる能力を持つことが前提となる。 

スクラムでは、フィードバックの機会を最大化するために、「完成」したプロダク

トを反復的・漸進的に顧客やユーザーに示す。そのためスクラムチームは、素早い

意思決定と、迅速にデリバリする力が求められる。 

スクラムチームは次の 3つの役割で構成される。 

A) プロダクトオーナー 

B) 開発チーム 

C) スクラムマスター 

 
A) プロダクトオーナー 

プロダクトオーナーは、ステークホルダー及び利用者の代表であり、プロ

ダクトの価値の最大化に責任を持つ役割を担う。プロダクトの価値を最大化

するために、プロダクトのビジョンを定義し、開発チームに浸透させる。 

プロダクトオーナーは、プロダクトとして何を作るべきかを表現したリス

トである『プロダクトバックログ』の管理に責任を持つ。プロダクトが存在

し続ける限り、プロダクトのライフサイクルを通じて、プロダクトバックロ

グには機能、要求、要望、修正など様々なレベルで、プロダクトに必要とさ

れるものがリストアップされる。その管理が途絶えてしまわないよう注意し、

内容と優先順位を明確にメンテナンスして、開発チームへの理解を促し続け

ることは、プロダクトオーナーの重要な役割である。 

従来のステークホルダーの代表者と異なり、プロダクトオーナーはプロジ

ェクトに入り込んで、他のステークホルダーや利用者と連絡をとりながら、
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開発チームとのハブとして機能することを求められる。そのため、プロダク

トオーナーには、高度なコミュニケーション能力が求められる。 

プロダクトオーナーは一人の人間であり、委員会ではない。決定権はあく

までプロダクトオーナー個人にある。したがって、プロダクトオーナーをう

まく機能させるには、組織全体としてプロダクトオーナーの決定を尊重する

必要がある。 

 

B) 開発チーム 
開発チームは、スプリント毎にリリース判断が可能なプロダクトを完成さ

せることに責任を持つ役割を担う。 

スクラムにおける開発チームは、スクラムマスターを含まず 3名から 8 名

が良いとされている。人数が少ないと、開発者同士の相互作用による生産性

向上が期待できず、プロダクトバックログを完遂するためのスキルが不足す

る可能性もある。逆に人数が多いと、チームとして経験から学んでいくもの

が複雑になり、調整にかかるコストや時間も増大する。 

 

C) スクラムマスター 
スクラムマスターは、開発チームのパフォーマンスを最大化するために、

理想的なスクラムの実施を促し、プロダクトオーナーと開発チームを支援す

る役割を担う。そのため、スクラムマスターは、スクラムの理論・プラクテ

ィス・ルールに精通していることが求められる。 
 

(2) 行政にとってのアジャイル型開発の意義 

アジャイル型開発は、政府の IT 戦略や共通ルール等においてどのように位置づけ

ているかを確認する。 

 

① なぜ日本の行政においてアジャイル型開発が注目されているのか 
我が国では、2017 年の「世界最先端ＩＴ国家創造宣言・官民データ活用推進基本

計画 6」において、ＩＴをめぐる環境の変化にアジャイル型で対応できるようにする

ことが重要とされており、さらに、「デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン 7」

の中で、アジャイル型の開発手法について以下の方針を示している。 

                                                   
6 平成 29年５月 30日閣議決定。 
7 サービス・業務改革並びにこれらに伴う政府情報システムの整備及び管理に関して、その手続・手順に

関する基本的な方針及び事項並びに政府内の各組織の役割等を定める体系的な政府共通のルール。2020

年（令和２年）３月 31日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議最終改定。 
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設計・開発において採用する開発方式（スクラッチ開発、ソフトウェア製品の活用

及び政府共通プラットフォームを含むクラウドサービスの活用等）、開発手法（ウ

ォータフォール型、アジャイル型等）、開発ツール等を記載する。なお、利用者が

多岐にわたり、要件定義等の関係者に対して綿密な調整が必要となる等の場合は、

開発手法としてアジャイル型を導入することで、利用者の利便性を向上させるよう

考慮する。その際、変更管理に基づき、既に作成された設計書や要件定義の内容を

見直すことも想定した計画を立案すること。[P68] 

 

また、同ガイドライン解説書 8では、上記方針について以下のように解説してい

る。 

 

「利用者が多岐にわたり、要件定義等の関係者に対して綿密な調整が必要となる等

の場合」とは、利用者のニーズに不確定な要素が多く存在し、詳細な要件の確定に

多大な労力を要する、又は、確定後にさらなるニーズの追加が多く見込まれるよう

な場合を指す。 

「開発手法としてアジャイル型を導入することで、利用者の利便性を向上させるよ

う考慮する」とは、利用者のニーズに不確定な要素が多い機能については、アジャ

イル型開発の手法を用いて、要件を具体化した情報システムを用いて要件の確認・

調整を行い、徐々に機能や改良を加えていくような計画とする等、効率的に利用者

のニーズを取り込めるような開発計画を検討することを指す。[P7] 

 

このように、現在の社会環境の急速な変化に伴い、利用者のニーズが不確定かつ

変動する状況において、利用者のニーズに柔軟に迅速に対応するアプローチの選択

肢として、アジャイル型開発が挙げられている。 

なお、同ガイドライン実践ガイドブック 9では、アジャイル型開発の進め方につい

て、情報システムの開発手法の側面から、以下のように説明されている。 

 

                                                   
8 デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン解説書。標準ガイドラインの下位文書として、標準ガイド

ラインの記載の趣旨、目的等を理解しやすくするため、逐条的な解説等を記載した参考文書。2020年

（令和２年）３月 31日内閣官房情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室最終改定。 
9 デジタル・ガバメント推進標準実践ガイドブック。標準ガイドライン、標準ガイドライン付属文書及び

標準ガイドライン解説書の下位文書として、これまで得られたノウハウや教訓等を盛り込んだ実践的な

参考文書。2020年（令和２年）３月 31日内閣官房 情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室最終改定。 
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開発対象となる機能（１～複数）の設計・開発・テストをイテレーション（反復）

と呼ばれる短い期間に分けて進め、イテレーションが終了するごとに動く機能が出

来上がる情報システム構築作業の進め方である。設計・開発の途中で変更が多く発

生すると見込まれる場合に用いる。短期間で動く機能が出来上がるため、情報シス

テムの利用者に確認を取りやすい。[P12] 

 

こうしたアジャイル型開発の進め方は、「デジタル・ガバメント実行計画 10」にお

いて、利用者中心の行政サービスを提供するためのノウハウとして取りまとめられ

た「サービス設計 12 箇条」のうち、『第 10 条 何度も繰り返す』や『第 11 条 一遍

にやらず、一貫してやる』といった視点に沿うものである。このように、アジャイ

ル型開発は利用者中心の行政サービスを推進するアプローチの一つとなり得る。 

 

② 日本の行政におけるアジャイル型開発の動向 
我が国の政府及び自治体においては、システム開発工程全体を通してアジャイル

型開発を適用した事例はまだ少ないが、最近ではプロトタイピングを行う中で適用

する等の事例が増えつつある。こうした事例の一部を次章で紹介する。  

                                                   
10 2018（平成 30）年 1月 16日 eガバメント閣僚会議決定。改訂版は 2019年（令和元年）12月 20日閣議

決定。 
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3. 国内インタビュー調査 

本章では、我が国行政機関におけるアジャイル型開発の取組事例から、サービス開発の

現場で生じ得る課題及び解決策として役立つ知識・ノウハウを抽出する。このため、行政

機関で実際にアジャイル型開発に取り組んだ職員や有識者に対してインタビューを実施

し、得られた示唆を整理する。 

 

(1) 調査目的 

我が国行政機関におけるアジャイル型開発の現場で生じ得る課題及び解決策を抽

出・整理する。 

 

(2) 調査方法 

政府又は自治体において実際にアジャイル型開発に取り組んだ職員や CIO 補佐官経

験者等の有識者等に対し、インタビューを実施する。調査の実施先を表 3.2.1に示す。 

 

表 3.2.1 インタビュー調査の実施先 

所属等 氏名 実施形式 

経済産業省 商務情報政策局 総務課 情

報プロジェクト室  

林 大輔氏 対面インタビュー 

会計検査院 事務総局官房上席情報シス

テム調査官付副長  

貝瀬 智氏 書面インタビュー 

Urban Innovation Japan  吉永 隆之氏 オンラインインタビュー 

経済産業省 CIO補佐官  満塩 尚史氏 オンラインインタビュー 

前静岡県 CIO 補佐官、総務省地域情報化

アドバイザー、J-LIS 自治体クラウド支

援アドバイザー  

市瀬 英夫氏 オンラインインタビュー 

一般社団法人 Code for Japan 市川 博之氏 オンラインインタビュー 

一般社団法人 Code for Japan 砂川 洋輝氏 オンラインインタビュー 

 

(3) 調査結果 

インタビューで聴取した取組の概要と得られた示唆を以下に示す。 

 

① 林 大輔氏（経済産業省 商務情報政策局 総務課 情報プロジェクト室） 

【取組の概要】 

中小企業庁では、中小企業の支援事業に関し、「制度内容が複雑で庁職員でも適切
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な支援制度を探すのに時間がかかる」「従来のサービス（ミラサポ 11）では該当する

補助金が探しにくい」という課題が挙がっていた。そのような状況の中で、「中小企

業が自ら自社に合った支援制度・機関を探すことができるサービスを提供したい」

という思いから、「制度ナビ」開発プロジェクトが始まった。 

2018年度は「事業者が検索しやすいサービスを作る」という目的の達成にあたっ

て、プロトタイプを通じてユーザーからのフィードバックを反映した改善を行って

いくことが重要だと考えていたため、アジャイル型開発を採用した。 

アジャイル型で進めたプロトタイプ開発を通じ、より良いサービスを作り上げる

ためには、「制度ナビ」単体のユーザビリティを検討するだけでなく関連システムも

一体でユーザーエクスペリエンスを考える必要があると気づいた。そこで、2019年

度には関連システムの関係者を巻き込み、一体となってウォーターフォール型で開

発を実施した。 

2020年 3月に、新型コロナウイルス感染拡大による影響を受けた事業者に向けて、

各省庁、自治体が各種支援制度を公開する中、支援策を一元的に検索できるように

するためにミラサポ plusの「制度ナビ」を先行的に部分オープンし、中小企業を積

極的に支えるシステムの 1つとした。12  

 

【インタビューから得られた示唆】  

 アジャイル型開発は、UI 開発に適用した。プロトタイプを元にフィードバッ

クを反映して改善できる点が、フィットしたと考えている。 

 プロトタイプ開発にあたっては、要件をプロジェクトの中で精緻化していく

ことから、「アジャイル型開発の検証をするための調査研究」と位置づけ、委

託先との契約は準委任契約とした。 

 準委任契約では委託先に完成責任を求めることができないため、調達仕様書

には、開発の目的やユーザーフレンドリーなシステムを実現するためのプロ

セスを経るという要件を明記した。 

 アジャイル型開発に精通し行政のシステム開発経験がある委託先を調達した

ことで、アジャイル型開発のスキルを得ながらプロジェクトを円滑に進める

ことができた。 

 プロトタイプ開発チームのメンバーは、中小企業庁内の若手職員から希望者

を募りアサインしたが、行政のサービスを変えたいという思いを持っている

ことが重要だと感じた。アジャイル型開発に対する知見がなくとも、プロジェ

                                                   
11 国や公的機関の支援情報・支援施策の検索や、経営の悩みに対する先輩経営者や専門家との情報交換の

場を提供することを目的としたサービス https://www.mirasapo.jp/ 
12 https://www.meti.go.jp/press/2019/03/20200323009/20200323009.html 

https://www.mirasapo.jp/
https://www.meti.go.jp/press/2019/03/20200323009/20200323009.html
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クトの中でワークショップや実践を積み、走りながら学ぶことで開発を進め

ることができた。 

 アジャイル型開発を行うにあたり、従来の承認プロセスで意思決定を待って

いてはスピード感が出せないという課題が想定された。そこで、制度ナビの開

発ではインセプセションデッキ、トレードオフスライダーを使用し、優先すべ

き要件について事前にプロジェクトメンバー間の合意形成を実施した。これ

により開発プロセスにおける意思決定の基準が明確になり、判断が容易にな

った。 

 プロダクトバックログが積み上がる中で、目の前のユーザーのフィードバッ

クに意識が行ってしまい、バックログの優先度付けが難航するという課題が

発生した。この点は、トレードオフスライダーを活用して全員でバックログの

優先順位を決定することで解決した。 

 プロトタイプ開発を経て、2019 年度に本格的にシステム開発を開始した。シ

ステム開発を開始するにあたり、プロトタイプ開発時の PO（プロダクトオー

ナー）は異動となっていたが、システム開発においても POの役割を担う職員

を配置し、「制度ナビ」の調査報告書、設計書等を基にプロダクトのコンセプ

ト、サービスの課題認識の共有を図った。PO を中心として関連システムのプ

ロジェクトも横串で管理することで、プロタイプ開発時の課題であったサー

ビス全体の UI/UX の統一感の醸成を進めることができた。 

 プロジェクトの体制に関して、職員側で開発プロジェクトと別の業務を兼務

するメンバーが多かったため、稼働の確保が課題となった。リソース確保のた

めに、スポット的な参加を可能にするとともに、効率的な情報共有ツールの導

入等の工夫を行うことでプロジェクトを進めた。 

 
② 貝瀬 智氏（会計検査院 事務総局官房上席情報システム調査官付副長） 

【取組の概要】 

会計検査院では、総合検索システムのリプレースに合わせて、「利用部門や運用保

守部門の全員が便利に使えるシステム」にすることを重視し、開発に向けた準備と

して、職員へのアンケート調査やデータモデリングを実施の上、要件定義書の作成

後に開発を実施した。 

利用者が使いやすいシステムを構築するために、プロトタイプを用いて職員への

ヒアリングをする必要があると考えていたところ、総務省のイベントにおいて、短

期間でプロトタイプを作成できる超高速開発ツールの存在を知った。そこで、当該

ツールを用いたアジャイル型での開発が有力な方向性のひとつとなった。 
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【インタビューから得られた示唆】 

 利用者が使いやすいシステムを構築するには、プロトタイプを用いて利用者

からヒアリングすることが有効であり、アジャイル型開発ではヒアリングと

開発を並行し、かつ短期間で実施できた点が良かった。 

 調達仕様書の作成に際し、機能ごとに、関係各課の職員の意見を反映する必要

の要否を記載した。アジャイル型及びウォーターフォール型いずれの開発手

法も選択できるような仕様とし、開発手法別に、納入物やスケジュール等も区

別して記載した。 

 当システムにおいては納品物の完成を約す必要があったため、請負契約とし

た。 

 調達前の審査書類では、アジャイル型開発の進め方として、イテレーションの

回数や周期など想定している開発の進め方を確認した。 

 プロジェクトマネージャー（委託先の開発事業者のマネージャー）と連携し、

開発要員等に関する詳細な情報を交換しながら、PO（プロダクトオーナー）の

業務をシステム担当者が担当した。 

 アジャイル型開発に特化した人材を集めたわけではなく、関係する業務を実

施している担当を集めた。チーム組成にあたって直面した課題は特にない。 

 関係各課の職員の意見を繰り返し聞く中で、要求のコントロールが課題とな

った。そこで、対応の優先度や対応期限を定めるなどを工夫した。要件定義書

に記載した成果物を完成させることを軸に開発を進めた。 

多数の事業者の入札参加を促すため、アジャイル型開発を指定するなどの開

発手法は特定せず、開発事業者の提案に任せた。 

 

③ 吉永 隆之氏（Urban Innovation Japan代表） 

【取組の概要】 

現在、神戸市にて、自治体のオープンイノベーションという位置付けで、新しい

テクノロジーを使用した実証実験を支援している。実証実験では、ベンチャー企業

が持つソリューションを元に、ユーザーへヒアリングを行い、ニーズに合わせて開

発並びにユーザーテストを行うという、アジャイル型の開発が行われている。 

年間 12-3件程の実証実験が行われており、そのうち約半数が行政業務への正式導

入や委託に至る。例としては、区役所の窓口案内を支援するアプリ「ACALL FRONT」

13が挙げられる。ACALL FRONT は、区役所の案内係に関する「サービスレベルが安定

しない」「教育の時間的コストがかかる」「情報の共有ができていない」といった課

                                                   
13 https://www.acall.jp/scenes/front/ 

https://www.acall.jp/scenes/front/
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題をふまえ、ユーザーテストを繰り返してブラッシュアップを行った後に導入され

た。吉永氏は、スクラムマスターに近い立場でプロジェクトを推進している。 

吉永氏はこれまでも、福島県浪江町の「なみえタブレット」開発において、「本当

に使ってもらえるタブレット端末を作る」という目的の下、アジャイル型（スクラ

ムを活用）で開発をプロダクトオーナー（PO）の立場で進めたことがあり、ユーザ

ーのニーズが明確ではない新しい仕組みに対して、アジャイル型で柔軟なアプロー

チを実施している。場合によっては、コーチのような立ち位置で行政職員の育成に

携わることもある。 

 

【インタビューから得られた示唆】 

 アプリケーションのユーザーインターフェース（UI）に対しては、アジャイル

型開発を適用すべきである。市民向けサービスでは、予め最適な UIを設計で

きるわけではないので、アジャイル型が良いと思う。 

 一方、インフラやバックエンドのソリューション選定については、エンジニア

に依存する範囲が広いため、ニーズへの適合性だけで判断するのは難しいと

感じている。 

 プロダクトオーナーは、レスポンス速度や操作感といった UI/UX に係る部分

の要求が実現されるよう品質管理や判断を行う必要がある。 

 ウォータ−フォール型になれているとアジャイルの品質管理は難しく感じる。

イテレーションごとのテストは最小限にとどめたり、自動化して効率化しつ

つ、アプリリリースの直前には、製品テストを行い品質管理する必要がある。 

 自治体でのアプリ開発は、自治体職員を POとすることが多いが、はじめて PO

をやる人も多い。優先度の判断力を上げるため、プロジェクト開始前に、情報

収集や業務フローの整理、ユーザーインタビュー等を丁寧に実施することに

しており、それにより、プロダクトバックログ上の優先度をつけやすくなる。

当然 PO 一人では難しいので、別の部署の IT に詳しい職員を、中立的な立場

でサポートするスクラムマスターにあたる役割としてアサインする。 

 仕様書通りに作ることがゴールではなく、市民が求めるものを作ることがゴ

ールである。調達の際は、最初に仕様書に記載した内容がすべて正しいとする

のではなく、ユーザーテストの結果を反映するような開発プロセスを仕様書

に明記したり、契約形態を請負ではなく委託契約にするなど工夫を行う。 

 ユーザーの声を反映したい現場の意見に対し、政策を優先する上司から理解

を得ることが難しかったり、現場で考案した企画が頓挫したりすることがあ

る。組織内でのコンセンサスを得られるよう、アジャイル型開発の理解、最小

限のニーズ検証を行える機会を与えることを幹部クラスで合意しておくこと
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が大事である。そのためにも、事前のヒアリングやユーザーテストの結果を元

にエビデンスベースで議論すべき。 

 

④ 満塩 尚史氏（経済産業省 CIO補佐官） 

【取組の概要】 

満塩氏は、経済産業省 CIO補佐官と最高情報セキュリティアドバイザーを兼任し、

デジタル・ガバメントの推進にあたり、政府情報システムにおけるクラウドサービ

スの利用など、様々な取組を実施している。また、経済産業省では、民間のプロフ

ェッショナルが登録する転職サービスを通じたデジタル化推進プロダクトマネージ

ャーの採用など、人材の確保も積極的に実施している。 

 

【インタビューから得られた示唆】 

 アジャイル型開発の実践にあたり、プロトタイプといったある程度の目標を

設定して開発することができていても、システム全体としては厳格な目標設

定ができないといった問題がある。計画工数と要員数の制約があるとしても、

開発の大きなゴールをセットすることは必要である。 

 UI 等ユーザー接点に関わる部分は、改善を繰り返して使い易くするため、ア

ジャイル型で開発すべきだと考えている。一方、基幹システム等の成果を明確

に定義する必要があるものは、アジャイル型に適さないと考えている。 

 調達仕様書について、標準ガイドラインにアジャイル型の要素を盛り込みつ

つ、現場での実践事例を蓄積し、行政におけるアジャイル型開発の導入を拡大

していけると良い。 

 行政情報システムの PO（プロダクトオーナー）は、政策と技術の双方を理解

して関係者と会話をし、何をどこまで作るかを決めるスキルが必要だと考え

ているが、そうした人材が少ないことが課題である。 

 政策と技術を理解してコミュニケーションを取ることができる人材を確保す

るために、民間の転職サービスを通じて、デジタル化推進プロダクトマネージ

ャーという役職を有期で募集している。 

 アジャイル型開発の適用については、英国のように、開発フェーズを分割し、

かつ、利用者にも明示するライフサイクルとして考えていく必要がある。14 

 

 

 

                                                   
14 英国ではサービスのライフサイクルに着目した、discovery,alpha,beta,live というフェーズを示し、

適宜アセスメントで判断を行うことにより開発を管理している。詳細は前章に記載。 
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⑤ 市瀬 英夫氏（前静岡県 CIO 補佐官、総務省地域情報化アドバイザー、J-LIS自治体

クラウド支援アドバイザー） 

【取組の概要】 

市瀬氏は、官公庁における ICTの現場に長年携わり、静岡県庁 CIOアドバイザー

（CIO補佐官）等を歴任し、自治体におけるクラウド導入支援や、調達支援等多数の

案件に取り組んだ経歴を持つ。現在は、外資系企業にて公共分野の中でも自治体に

関連する領域において、提案活動等を展開している。 

 

【インタビューから得られた示唆】 

 アジャイル型開発を実施するにあたっては、予算の確保が課題だと考えてい

る。そもそも自治体では、システム開発自体が少なく、IT 投資よりも他の施

策が優先されることも多くある。 

 アジャイル型開発には、行政と住民とのインターフェースにあたるものが向

いていると考えるが、限られた予算の中では、70点のサービスの改善よりも、

50点のサービスを 70 点にすることが優先される。例えば、民間のシステムほ

ど快適な UI でなくても一定の機能を満たしているシステムを改修するより、

他の施策が優先されることが多い。 

 システム改修の度に大きく費用がかかる契約モデルになっていることも、サ

ービス改善が進みにくい一因だと思う。アジャイル型を実践しているという

話もあまり聞かない。 

 

⑥ 市川 博之氏（一般社団法人 Code for Japan） 

【取組の概要】 

開発エンジニア、コンサルティングファームを経て、市川電産を立ち上げ、静岡

県内でオープンデータ研修などを実施。ノウハウを次に繋ぎたいという気持ちから

Code for Japan へ参画し、自治体への ICTコンサルティング・オープンデータ利活

用を支援している。総務省の地域情報化アドバイザー、静岡県地域情報化コーディ

ネーター。 

 

【インタビューから得られた示唆】 

 アジャイル型開発を初めて導入する自治体では、プロジェクトのリスクを想

定できないこと、及びシステムベンダとは異なる立場の有識者を求めて、Code 

for Japanへ支援を依頼するという背景がある。 

 DX（デジタルトランスフォーメーション）やアジャイル型開発を実践したいが、

何を行えば良いかわからない、と相談されることもあるが、アジャイル型開発
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のようなツールから入るのは避けるべきと説明した上で、課題や解決策の整

理を実施することもある。 

 アジャイル型ではユーザーとのコミュニケーションが重要であるが、コミュ

ニケーションプランは、ベンダーではなく自治体が作る必要がある。 

 自治体ではアジャイル型についての理解が進んでおらず、無尽蔵に要件を詰

め込めると考えられている場合がある。そこで、要件は適切に入れ替えるべき

であることや、POがその判断をする必要があることを自治体側に説明する。 

 PO は自治体が設置するものであることを、組織として根付かせる必要がある

と考えている。開発にあたっては、多岐に渡る調整を行いながらプロダクトを

どう作るかを判断する必要がある。 

 ただし、地方自治体の職員は、PO としてのスキルが足りず役割を果たせない

ことがある。 

 実際のプロジェクトにおいて、自治体側とベンダーの期待をすり合わせるた

めにキックオフを 3 回実施したことがある。契約書や仕様書の記載事項のみ

でコミュニケーションを行うと、温度差が生じてしまう。 

 小さいソフトウェアの開発にあたっては、契約やフェーズを分割して実施す

る。実証調査という形で仕様を固めるフェーズ、プロトタイプを作成するフェ

ーズ、それらの結果をふまえて要件を確定し、開発を行うフェーズ、の３段階

に分割した。開発規模が大きい場合は、人件費ベースで分割するとわかり易い

かもしれない。 

 アジャイル型で開発を進めるためには、ITを理解し、PMO（プロジェクトマネ

ージャーオフィス）にあたる対応ができる人材が自治体側に必要だと考えて

いる。実際に、職員に開発を経験させながら育成するプロジェクトもある。 

 予算が確保できるのであれば、外部からアジャイル型開発の知見を持つメン

バーを加えることが望ましい。 

 関連部門や上司の理解を得なければ、プロジェクトが進められないことがあ

る。例えば、タブレット端末を利用した業務改革が財務部門に理解されず、開

発を進めることができなかったことがある。 

 

⑦ 砂川 洋輝氏（一般社団法人 Code for Japan） 

【取組の概要】 

ハードウェアエンジニアとしてキャリアを蓄積後、サービスデザインを学ぶため

フィンランドへ留学、帰国後は Code for Japanにおいて、民間人材を行政機関に派

遣する「フェローシッププログラム」へ応募し、神戸市企画調整局 情報化戦略部 ICT

業務改革専門官として着任。神戸市役所では、働き方改革に関する庁内広報、ICTを
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活用したボトムアップの業務改善等に従事。 

 

【インタビューから得られた示唆】 

 アジャイル型開発の適用範囲は、特段考慮されていないと感じる。これまで行

政にはアジャイル型開発の長所を活かそうとする案件が少なかったので、ア

ジャイル型開発の理解が進んでいないと感じる場面がある。 

 プロジェクト期間が２年間である企画の場合、職員の異動により期間中にキ

ーマンが抜けてしまうといった懸念がある。 

 契約形態については悩みどころが多い。IT の調達は、ウォーターフォール型

開発で請負契約という形態が事例として多いので、新しい契約形態に対して

は職員に抵抗感があるかもしれない。 

 アジャイル型開発を適用する場合は、調査案件としてプロトタイプの開発を

外部委託するケースもある。ただし、現時点ではアジャイル型開発を遂行でき

るベンダーが少ない状況である。 

 プロトタイプ開発やユーザーテスト等は内製できると良いと思うが、職員に

は異動があり保守が難しいため、情報システム部門の方針として内製をしな

いことが多い。 

 アジャイル型開発を行うにあたって、行政職員と委託先の橋渡しとして、行政

の事情とシステム開発の双方を理解しているハブのような人材が必要。 

 アジャイル型開発の調達に関して、参考となる事例が蓄積されていないこと

が課題。 

 

(4) まとめ 

前節のインタビュー結果から抽出された、行政機関に共通で有用と考えられる示唆

を以下の通り整理する。 

 アジャイル型開発の適用に向く領域としては、「市民がエンドユーザーとな

るサービス」「UIなどエンドユーザーとの直接のタッチポイントとなる部

分」が挙げられる。 

 アジャイル型開発の推進にあたっては PO（プロダクトオーナー）の役割が重

要である。行政においては、政策とテクノロジーの両面に理解のある人材が

適切。ただし、行政機関では人事ローテーション等により、プロジェクトの

推進を通じて成長した POが異動してしまうこともあるため、後続体制づく

りや引継ぎに十分な配慮が必要となる。 

 人材育成については、外部人材の雇用や調達により民間人材をトレーナーと

して招く等の方法で実施している。 
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 アジャイル型開発を適用するプロジェクトの調達にあたって、調達仕様書の

記載方法は様々である。例えば、アジャイル型開発の位置づけとしては、ア

ジャイル型開発を適用することを明記する場合もあれば、アジャイル型開発

で採られるプロセス等を示しこれを踏まえた進め方を要件とする場合もあ

る。要件定義の方法にもいくつかあり、具体的な仕様は詳細には決めず、イ

テレーションのサイクルや期間などを工数のみで定義する方法を採る機関、

アジャイル型開発のプロセスの対象範囲を PoCについてのみ適用し、調査研

究のプロジェクトとして位置付ける機関などもある。 

 契約形態は、請負契約又は準委任契約が結ばれている。アジャイル型のプロ

ジェクトでは、ユーザーからのフィードバックにより要件を精緻化していく

ため準委任契約が馴染むとも考えられるが、請負契約として納品物の完成を

担保した例もある。契約形態については、今後も事例の蓄積が重要と考えら

れる。アジャイル型開発では発注者と受託者間の密なコミュニケーションが

重要であるが、どのような契約形態においても、偽装請負の疑いを招かない

ような工夫について留意が必要である。 
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4. 海外インタビュー調査 
本章では、我が国行政機関で取組を実践するにあたっての課題の整理や解決策の検討の

素材とするため、海外の先進事例についてインタビュー調査を行う。 

 

(1) 調査目的 

アジャイル型開発を実践するにあたっての課題の整理や解決策を検討するにあたり

参考となる取組事例の情報を収集する。 

 

(2) 調査方法 

行政におけるデジタル化の推進に際し、アジャイル型開発に取り組んでいる英国政

府（GDS（Government Digital Service）、CCS（Crown Commercial Service）及び内

務省）並びにデンマーク政府（主に電子化庁）の事例を対象として、オンラインによ

るヒアリング調査を実施する。 

 

(3) 調査結果 

英国政府及びデンマーク政府におけるアジャイル型開発の推進事例についてのヒア

リング結果を以下に示す。 

 

① 英国政府における取組 
A) GDSによるアジャイル型開発の推進 

英国では、2012 年に策定された政府デジタル戦略 15の下に GDS が設置され、

省庁横断で政府のデジタル改革を牽引している。 

GDS では、GOV.UK に代表される政府の各種プラットフォーム及びサービスの

運用や、省庁向けにデジタルサービスの開発支援等を実施している。英国政府

においては、デジタルサービスは基本的にアジャイル型で開発することとされ

ており、各省庁は GDS の支援を受けながら、利用者のサービス体験の向上を目

指した活動を進めている。 

GDSは、GOV.UKの中で、良い公共サービスを作るための Service Manualを公

開している。16Service Manualでは、アジャイル型開発について、Agile delivery

という章において、アジャイル型開発の成立ちやメリットの説明、アジャイル

                                                   
15 詳細な内容は GOV.UKにて公開されている。

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/f

ile/296336/Government_Digital_Stratetegy_-_November_2012.pdf 
16 https://www.gov.uk/service-manual 

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/296336/Government_Digital_Stratetegy_-_November_2012.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/296336/Government_Digital_Stratetegy_-_November_2012.pdf
https://www.gov.uk/service-manual
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型開発において必要となる環境、アジャイル型開発の手法及びガバナンスの方

法等、多岐にわたる情報を掲載している。 

Agile deliveryの中から、英国におけるアジャイル型サービス開発を理解す

る上で重要と考えられる、５つの原則とフェーズの考え方を以下に示す。 

 

(ア)アジャイル型開発の原則 

Agile deliveryでは、アジャイル型開発の手法としてスクラム、カンバ

ン、リーンを挙げている。サービス開発者はいずれの手法を採用しても良

いとされており、採用する手法に関わらず共通する原則を示している。共

通する原則とは、以下の５つである。 

 ユーザーのニーズに着目すること 

 反復的にデリバリを行うこと 

 自らのチームの動きを絶えず改善すること 

 早い段階で失敗して素早く学ぶこと 

 計画し続けること 

 

(イ)アジャイル型サービス開発におけるフェーズ 

Agile deliveryでは、アジャイル型サービス開発において目的に応じた

4つのフェーズがあるとしている。各フェーズの内容は以下の通りである。 

 discovery 

サービス構築に着手する前に、解決すべき問題を理解するための

フェーズ。ユーザーの現状やその背景、既存のサービス等の各種

の制約を理解し、対処可能な改善を明確にしていくためのアクテ

ィビティを実施する。 

 alpha 

discovery で理解した問題に対する様々な解決策を試すフェーズ。

新しいアプローチを探索する機会として、様々なアイデアについ

てのプロトタイプの作成及びテストを行う。 

 beta 

alpha で試した中で最も良かったアイデアを元に、実際のサービ

スを構築するフェーズ。既存のサービスとの統合や置き換えの検

討、運用へ移行する準備もこのフェーズで実施する。最初は限定

された利用者にサービスを公開し、フィードバックを受けるため

の「private beta」を実施する。「private beta」を経てサービス

を改善し、規模を広げても運用可能と考えた場合に「public beta」
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へ進むことができる。「public beta」では、利用したい全ての人

へサービスを公開する。なお、既存サービスとの置き換えが予定

されている場合、次の live フェーズに移行するまでは既存サー

ビスも運用する。 

 live 

サービスを持続可能な方法でサポートし、反復してサービスを改

善し続けることが求められるフェーズ。いわゆる運用フェーズで

ある。 

 

あるフェーズから次のフェーズへ移行する重要なタイミングにおいて、

GDS によるアセスメントを受けることが必須とされている。アセスメント

では、公共サービスのサービス標準（Service Standard17）を全て満たすサ

ービスが構築されているかどうかがチェックされる。不合格の場合、その

理由が記載されたレポートが発行され、そのレポートに基づきサービスを

改善した後に、再度アセスメントを受ける仕組みとなっている。 

 

必要とされる人材について、Service Manual では、フェーズごとに必要とな

る人材の役割を記載し、その役割はサービスの規模や複雑さによっても区別さ

れている。そして、それぞれの役割について、どのようなスキルが必要かにつ

いても細かく記載している。1819 

開発するサービスについてのアイデアが出た後、外部から必要なスキルを持

つ人材を調達する場合は、ジョブディスクリプションが必要とされている。基

本的に、所属する組織内の最新のものがサービスチームの役割に合うことを確

認して使用することとされているが、もし適切なものが存在しなければ、チー

ム内で議論して新しいジョブディスクリプションを作成する。ジョブディスク

リプションのレビューの仕方と書き方についても、GOV.UK 上でノウハウが公開

されている。20 

 

B) CCSにおけるアジャイル型開発の調達に関する取組 

公共部門の調達は、CCS（Crown Commercial Service21）が担当している。CCS

                                                   
17 https://www.gov.uk/service-manual/service-standard 
18 https://www.gov.uk/service-manual/the-team/what-each-role-does-in-service-team 
19 https://www.gov.uk/service-manual/the-team/set-up-a-service-team 
20 https://digitalpeople.blog.gov.uk/2015/02/23/turning-vacancies-into-opportunities-2/ 
21 https://www.crowncommercial.gov.uk/ 

https://www.gov.uk/service-manual/service-standard
https://www.gov.uk/service-manual/the-team/what-each-role-does-in-service-team
https://www.gov.uk/service-manual/the-team/set-up-a-service-team
https://digitalpeople.blog.gov.uk/2015/02/23/turning-vacancies-into-opportunities-2/
https://www.crowncommercial.gov.uk/
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では、デジタルプロジェクトのためのテクノロジーサービスと専門家を広く調

達する仕組みとして、Digital Market Placeを運用している。 

Digital Market Place は、政府のオンラインプラットフォームである GOV.UK

の中にあり、22Digital Market Placeでの調達に関し、様々なガイダンスが公

開されている。23 

調達にあたり必要となる、アジャイル型のプロジェクトにおける仕様書のガ

イダンスも公開されている。24 

ウォーターフォール型開発における RFP（提案依頼書）では、要件・スケジュ

ール・成果物等を厳格に定義するため、アジャイル型にはフィットしない。ア

ジャイル型のプロジェクトの調達仕様書にはあまり多くの詳細を記載せずに、

サプライヤーが調達者のニーズに最適なソリューションを提案するのに十分な

程度の情報を提供すべきとされている。このガイダンスの中には、明確に「Be 

agile」と記載されている。 

また、リスクの最小化や、構築しているサービスがユーザーの利便性向上な

ど何等かの効果を発揮できる要素があるかを見極めるといった目的のために、

作業を上述のフェーズ（discovery、alpha、beta、live）に切り分けた上で調

達を行うべきと言及している。 

サプライヤーの選考にあたっての評価のガイダンスもまとめられており、「技

術的能力」「文化的適合性」「提案価格」といった評価ポイントが挙げられてい

る。25 「文化的適合性」とは、アジャイル型開発においては手法だけでなくマ

インドの理解も求められることを意味しているものと考えられる。また、評価

にあたってのテンプレートも公開されている。26 

 

C) 内務省におけるアジャイル型開発の取組事例 

英国内務省では、RPA の導入プロジェクトにおいてアジャイル型開発を採用

した。 

当初はウォーターフォール型開発の実証実験（PoC）を経て本格導入とする予

定であったが、PoC 中に、膨大な量のドキュメントの作成やレビュー等のため

デリバリプロセスに時間がかかり、そのため費用も増大するという問題が発生

                                                   
22 https://www.digitalmarketplace.service.gov.uk/ 
23 https://www.gov.uk/guidance/digital-outcomes-and-specialists-buyers-guide 
24 https://www.gov.uk/guidance/how-to-write-your-requirements-for-digital-outcomes-and-

specialists-services 
25 https://www.gov.uk/guidance/how-to-evaluate-digital-outcomes-and-specialists-suppliers 
26 https://www.gov.uk/guidance/digital-outcomes-and-specialists-templates-and-legal-

documents#evaluation-templates 

https://www.digitalmarketplace.service.gov.uk/
https://www.gov.uk/guidance/digital-outcomes-and-specialists-buyers-guide
https://www.gov.uk/guidance/how-to-write-your-requirements-for-digital-outcomes-and-specialists-services
https://www.gov.uk/guidance/how-to-write-your-requirements-for-digital-outcomes-and-specialists-services
https://www.gov.uk/guidance/how-to-evaluate-digital-outcomes-and-specialists-suppliers
https://www.gov.uk/guidance/digital-outcomes-and-specialists-templates-and-legal-documents#evaluation-templates
https://www.gov.uk/guidance/digital-outcomes-and-specialists-templates-and-legal-documents#evaluation-templates
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した。さらに、業務担当からオペレーションを確認するために早くソリューシ

ョンを見たいという要望等があり、プロダクトのデリバリを早く高品質で行う

必要があった。このような状況を踏まえ、アジャイル型で進めるほうが効率が

良いと判断された。 

調査した時点（2019年）では当該プロジェクトが進行中であったが、アジャ

イル型開発の推進に関して以下の示唆があった。 

 

 アジャイル型の考え方を浸透させるべき領域は、「デリバリ」、「ドキュメン

テーション」及び「コラボレーション」の 3つであった。 

 「デリバリ」とは、早い段階で最小限のプロダクト（MVP：Minimum Viable 

Product）を作ることで、利用者である業務担当にプロダクトの価値を見せ

ることである。 

 「ドキュメンテーション」とは、ドキュメントを最小限にし、ビジネスオ

ーナーとの直接のやり取りやワークショップで解決するなどの手法を採る

ことである。 

 「コラボレーション」とは、部門を超えて協働する文化の醸成である。本

プロジェクトでは、同じ部屋で同じ時間に同じプロセスの話ができるよう

にする等、密な連携を取れるよう工夫した。 

 プロジェクトの要員が不足した場合、外部委託する方法もあるが、業務担

当の職員をトレーニングして一時的に対処したケースもある。 

 組織としてアジャイル型の手法を導入するのであれば、アジャイルの解釈

と実装方法について考える必要がある。早い段階で価値を出す、というコ

ンセプトと捉えると正しい方向に進むと思う。アジャイルをバズワード扱

いし、ウォーターフォール型の用語を置き変えるような対応だけでは、実

質はウォーターフォール型と変わらないプロジェクトになる。 

 （アジャイル型開発そのものではないが、新しいものを組織に取り込む際

の工夫として紹介する。）RPAの導入に対し、新しい技術に不安を覚える職

員も少なくなかった。そのため、内務省内でアウェアネスセッション（職

員の不安を取り除き、自ら新しい枠組みで実現できることを考えるための

セッション）を実施したところ、様々な部門から信頼を得ることができた。

アウェアネスセッションでは、業務担当に機能やメリット等をプレゼンテ

ーションし、ベネフィットが伝わるように配慮した。 

 

② デンマーク政府における取組 
デンマーク政府に関する上記の調査にあたっては、北欧諸国における電子政府の
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推進に明るい有識者に対し、デンマーク電子化庁へのヒアリング実績の中から、本

調査研究に関連する内容についてインタビューした。 

 

 安岡 美佳氏（ロスキレ大学 准教授） 

【取組の概要】 

安岡氏は、社会的な ICTの活用とそのデザインを専門領域とし、近年は, 電子

政府、フィンテック、及びイノベーションのための ICT手法 (Living Lab)に注

力。リサーチャー、コンサルタントとして活躍している。デンマークに在住し、

北欧のデザイン手法(デザインシンキング、ユーザー調査、参加型デザインやデ

ザインゲーム・リビングラボといった共創手法)を用い、IoT等の先端技術をベー

スに社会イノベーションを支援するプロジェクトを多数実施している。 

 

【アジャイル型開発に関する取組】 

 デンマークでは 2012 年頃から、公共機関においてアジャイル型開発が導入

されるようになった。民間企業から行政に対して、アジャイル型の開発を提

案されたことが、行政がアジャイル型を導入するきっかけとなった。教育分

野でもその流れが速く、近年はアジャイル型開発の教育を経た人が、省庁や

民間企業に入っている。 

 デンマークの IT プロジェクトについては「The Danish IT project and 

program model27」という形で、予算に応じたプロジェクトモデルが規定され

ている。また、電子化庁は 2019 年４月に、アジャイル型のプロジェクトの

推進方法をまとめた指南書 28を発表した。 

 アジャイル型開発の指南書では、要求仕様を固めてからイテレーションを回

す方法も含め、多様な進め方が紹介されている。実際のシステム開発の大半

は完全なアジャイル型ではなく、ウォーターフォール型との組み合わせで部

分的に適用されている。この点について安岡氏は、システム開発を一貫して

アジャイル型で実施することは予算・調達の観点から難しいことが理由では

ないかと考えている。 

 民間との接点が多い公共機関が積極的にアジャイルを推進してきた経緯が

ある。例えば、農業や食に関連する中小企業がデータ登録するサービスや申

告が多数あるため、農水省では、利用者のユーザビリティを上げ、正確な登

                                                   
27 https://digst.dk/styring/projektstyring/statens-it-

projektmodel/?fbclid=IwAR1tBGjtVYMBvcsD4deSdsuJnA1tadztLig76fhxKdYRC1V8C38gisHJEIA 
28 https://digst.dk/media/18238/12-vejledning-om-anvendelse-af-agile-udviklingsmetoder-april-

2019-v-11.pdf?fbclid=IwAR04yNQj3ReDftZdXR4cwnEFbn4uIYgNT_51MZB9Fm_eqfuI-gyrQn9R_HM 

https://digst.dk/styring/projektstyring/statens-it-projektmodel/?fbclid=IwAR1tBGjtVYMBvcsD4deSdsuJnA1tadztLig76fhxKdYRC1V8C38gisHJEIA
https://digst.dk/styring/projektstyring/statens-it-projektmodel/?fbclid=IwAR1tBGjtVYMBvcsD4deSdsuJnA1tadztLig76fhxKdYRC1V8C38gisHJEIA
https://digst.dk/media/18238/12-vejledning-om-anvendelse-af-agile-udviklingsmetoder-april-2019-v-11.pdf?fbclid=IwAR04yNQj3ReDftZdXR4cwnEFbn4uIYgNT_51MZB9Fm_eqfuI-gyrQn9R_HM
https://digst.dk/media/18238/12-vejledning-om-anvendelse-af-agile-udviklingsmetoder-april-2019-v-11.pdf?fbclid=IwAR04yNQj3ReDftZdXR4cwnEFbn4uIYgNT_51MZB9Fm_eqfuI-gyrQn9R_HM
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録を促すという 2点を図る目的で、アジャイル型開発を活用している 

 デンマーク省庁でアジャイル型開発を推進する専門官は、開発事業者だけで

なく省内の関連部門も含め、組織としてアジャイル型で実施する準備がある

ことが重要と言っていた。 

 調達にあたっては、複数の民間企業と何度もディスカッションをしたり、他

省庁へのヒアリングを経た後に、公募資料が作成されるケースが多い。 

 調達時の要件は大まかな内容で、委託先の IT ベンダーを選定する。電子化

庁の職員が PO（プロダクトオーナー）となり、電子化庁がプロジェクトのほ

ぼ全てに責任を持つ。開発中も委託先と頻繁にミーティングが行われる。 

 電子化庁では、庁内にアカデミーを立ち上げ、官公庁の職員の IT リテラシ

ーの底上げにも尽力している。 
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5. 課題及び解決策の検討 
前章までに実施したインタビュー調査の結果を踏まえ、今後、行政機関が直面し得る

課題及び解決策を検討するため、政府及び IT企業からなる研究会を開催する。 

 
(1) 行政におけるアジャイル型のサービス開発手法に関する研究会 

研究会の参加者としては、政府からは内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室及び総

務省の協力を得た。また、IT企業からは当研究所の会員企業のうち国内 SIerで政府の

支出額上位の４社及びクラウドベンダーの売上上位２社の参画を得た。 

研究会は計２回開催し、第 1回において課題の整理を、第２回おいにてそれに対する

解決策を中心に検討を行った。なお、同研究会は別途実施した「行政機関におけるパブ

リック・クラウドの活用に関する調査研究」の研究会を兼ねる形で開催した。 

 

① 第１回研究会 

第 1回研究会の開催概要を表 5.1.1に示す。 

  

表 5.1.1 第 1回研究会開催概要 

開催日時 令和 2年 1月 24日（金）16：30～18：00 

開催場所 一般社団法人行政情報システム研究所会議室 

主な議題 1. 研究会の趣旨・全体の進め方について 

2. 行政におけるクラウドサービス調達に係る課題及び論点について 

3. アジャイル型開発に係る課題及び論点について 

4. 先進事例調査の進め方について 

参加者 

（順不同） 

内閣官房 IT総合戦略室 参事官補佐 安藤 功一 

総務省行政管理局 企画官 千葉 英之 

日本電気株式会社 第一官公ソリューション事業部 部長 江上 俊夫 

同 政策渉外部 部長代理 新井 隆 

同 政策渉外部 課長 多田 晴紀 

アマゾンウェブサービスジャパン株式会社 パブリックセクター統括本部長補佐 小木 郁夫 

 同 パブリックセクター法務部統括 笹沼 穣 

 同 パブリックセクター技術本部 根本 裕規 

日本マイクロソフト株式会社 パブリックセクター事業本部 デジタル・ガバメント統括本部 

荒井 俊貴 

 同 パブリックセクター事業本部 デジタル・ガバメント統括本部 久保田 朋秀 

 同 パブリックセクター事業本部 デジタル・ガバメント統括本部 石田 真彩 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 社会基盤ソリューション事業本部 部長 渡邉 靖隆 

 同 技術革新統括本部 部長 本橋 賢二 

 同 技術革新統括本部 部長 市川 耕司 

 同 公共・社会基盤事業推進部 課長 東谷 展誉 
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株式会社日立製作所 公共システム事業部 部長 安藤 靖 

 同 公共システム事業部 センター長 並木 靖 

 同 公共システム営業統括本部 主任 柳元 真介 

富士通株式会社 政策渉外室 シニアマネージャー 押鐘 快之 

 同 政策渉外室 曾根 芳康 

事務局 一般社団法人行政情報システム研究所 

株式会社 NTTデータ経営研究所 

 

② 第２回研究会 
第２回研究会の開催概要を表 5.1.2に示す。 

 

表 5.1.2 第２回研究会開催概要 

開催日時 令和 2年 3月 6日（金）13：00～15：00 

開催場所 霞ケ関ナレッジスクエア（Web会議拠点） 

主な議題 1. アジャイル型開発に係る解決策の検討 

2. 質疑・まとめ 

3. 行政におけるクラウドサービス調達に係る解決策の検討 

4. 質疑・まとめ 

参加者 

（順不同） 

総務省行政管理局 企画官 千葉 英之 

日本電気株式会社 第一官公ソリューション事業部 部長 江上 俊夫 

同 政策渉外部 部長代理 新井 隆 

同 政策渉外部 課長 多田 晴紀 

アマゾンウェブサービスジャパン株式会社 パブリックセクター統括本部長補佐 小木 郁夫 

 同 パブリックセクター法務部統括 笹沼 穣 

 同 パブリックセクター技術本部 根本 裕規 

日本マイクロソフト株式会社 パブリックセクター事業本部 デジタル・ガバメント統括本部 

荒井 俊貴 

 同 パブリックセクター事業本部 デジタル・ガバメント統括本部 久保田 朋秀 

 同 パブリックセクター事業本部 デジタル・ガバメント統括本部 石田 真彩 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 社会基盤ソリューション事業本部 部長 渡邉 靖隆 

 同 技術革新統括本部 部長 市川 耕司 

 同 技術革新統括本部 課長 高津 健 

 同 公共・社会基盤事業推進部 課長 東谷 展誉 

株式会社日立製作所 公共システム事業部 部長 安藤 靖 

 同 公共システム事業部 センター長 並木 靖 

 同 公共システム営業統括本部 主任 柳元 真介 

富士通株式会社 政策渉外室 シニアマネージャー 押鐘 快之 

 同 政策渉外室 曾根 芳康 

 同 クラウドサービス事業本部 部長 出口 雄一 

事務局 一般社団法人行政情報システム研究所 

株式会社 NTTデータ経営研究所 



 
 

 
38 

 
令和元年度 行政機関におけるアジャイル型開発の導入に関する調査研究 

 

③ 研究会における意見交換の概要 
同研究会で交わされた意見交換の内容のうち主なコメントの一部を以下に示す。

なお、ここに示した以外にもメール等でも様々なコメントが寄せられたが、ここで

は割愛する。ただし、その主な内容は、(2)に反映させている。 

 

 アジャイル型開発の適用領域について 

 経験上、全てのシステムにアジャイル型開発を適用することは望ましくな

いと考える。サービス開始時に全ての機能が品質を確保した状態で提供さ

れることが求められるシステム等、初回リリースにおいて大きな反響が想

定されるシステムをアジャイル型で開発することはリスクがある。 

 ウォーターフォール型開発を基盤にしながら、その中の小さな開発チーム

でアジャイル型を使用する等、両手法を組み合わせて利用することが良い

場合もあると考えている。 

 アジャイル型開発の長所は、ユーザーのフィードバックを迅速に反映でき

る点である。 

 

 調達について 

 契約形態として、請負契約だけではなく、準委任契約や派遣契約等の活用も

考慮する必要があると思う。 

 請負契約のように受託者に完成責任を求め成果物を検収する契約は、アジャ

イル型開発に馴染まないのではないか。 

 PoCとして機動的に使える予算枠を用意して、その範囲内でトライアルを実

施し、契約終了時に報告書を納めるような形も考えられる。さらに、その成

果を次年度の調達案件に活かせばよいのではないか。 

 民間の様々な業種においてアジャイル型開発を実施しているが、発注者から

受託者の作業員へ直接作業を指示すると、偽装請負に抵触する懸念が生じる。

この点は、アジャイル型開発において所属する組織に関わらずワンチームで

取り組むという理念との両立が難しい。 

 

 組織文化について 

 行政機関では、特に国民向けサービスについてβ版の提供を許容し難い面が

ある。利用者には完成品を提供すべきであるという組織文化がある。 

 アジャイル型開発を企業や官公庁が実践する場合の最大の課題は、承認ルー

ト上に承認者が複数存在し、手続きも煩雑であることだと思う。承認ルート
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をある程度簡素化することが必要ではないか。 

 民間企業での事例では、アジャイル型開発に合わせてルールの見直しを行っ

たことがある。工程ごとに、参画すべき部門並びに人材及びその責任範囲を

明確化することも行った。 

 

 課題に対する解決策・見解 

 民間企業では、「アジャイル型開発に適したサービス」をドキュメント化し

てガイドラインを整理している事例がある。 

 外部人材の活用が進みにくい理由として、雇用対象としてアプローチできる

層が十分でないという点もあるのではないか。 

 開発するシステムの特徴に応じた、人材育成の教育内容の見極めが必要だと

考えている。 

 

(2) 課題及び解決策の方向性の整理 

インタビュー調査及び研究会における検討を踏まえ、日本の行政機関がアジャイル

型開発を実践する上での課題を整理する。抽出した課題は、以下の６つのカテゴリに分

類される。さらに、研究会における意見交換を通して、課題の根本原因を分析し、解決

の方向性を検討する。 

 

① 適用範囲 

② プロジェクト企画 

③ 人材 

④ 組織 

⑤ 調達 

⑥ 契約 

 

  



 
 

 
40 

 
令和元年度 行政機関におけるアジャイル型開発の導入に関する調査研究 

① 適用範囲 
項番 課題 課題の根本原因 解決の方向性 

1.1.1 サービスを開発する上で、

どの範囲にアジャイル型

開発を適用するのがよい

か判断できない 

アジャイル型開発を適用する目的

や意義が、組織内で共有されず、

曖昧なまま導入されるおそれがあ

る 29 

 

 

 

アジャイル型開発を導入する

ことの必要性や妥当性を専門

的な見地からレビューするプ

ロセスを設ける。その上で、 

アジャイル型開発を行う意義

を言語化するプロセスを徹底

する 

1.1.2 アジャイル型開発の適用範囲をど

のように切り分ければよいのか分

からない。 

アジャイル型開発に適したサービ

ス開発のフェーズやスコープにつ

いて判断材料がない 

開発フェーズによってアジャ

イル型開発の適用範囲を切り

分ける考え方の提示 

1.1.3 開発のスコープによってアジ

ャイル型開発の適用範囲を切

り分ける考え方の提示 

1.1.4 日本の行政においてアジャイル型

開発の実践や適用の判断を行った

事例が少なく、類似の事例を参考

とした適用対象の判断ができない 

行政におけるアジャイル型開

発の実践や、適用の判断を行

った事例の共有 

1.1.5 行政におけるアジャイル型開発に

ついて、担当する職員・チーム・組

織としての経験や実績が少なく、

経験や実績にもとづいた適用対象

の判断ができない 

アジャイル型開発に関する有

識者の意見を取り入れる 

 

  

                                                   
29 民間においては、アジャイル型開発を適用することが事前に決まっているケースも散見され、アジャイ

ル型開発を適用する意義が不明確になっている。これを放置すると、開発を進める中で「もっと早くで

きあがるのではなかったのか」「もっとたくさん作れるようになると思っていた」といった期待違いに

よる問題が発生する。 
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② プロジェクト企画 
項番 課題 課題の根本原因 解決の方向性 

2.1.1 仕様を予め明確に定義しな

いのに、期待に見合った成

果物を納品してもらえるか

不安を感じる 

アジャイル型開発においては、

どのように品質を積み上げて

期待に応えていけばよいのか

が分からない 

① アジャイル型開発は品質を

段階的に確認しながら作り

こんでいくアプローチであ

ること、また、品質は、アジ

ャイル型開発のプロセスを

通じて、最終的にプロダクト

オーナーによって定義され

ることを明確化する 

② 成果物についての仕様書の

記載事例を共有する 

2.2.1 MVPの特定・検証のフェーズ

において、検討を進める中

で明らかになっていく要件

に合わせて、必要な外部人

材やデジタルサービスをタ

イムリーに調達することが

難しい 30 

 

① 行政の予算制度の制約（予

算要求が執行の前年度とな

る）上、調達や採用等を短

期間で機動的に行うことは

難しい 

② 調達をはじめとする事務手

続きに時間がかかりがち 

③ 必要な人材やデジタルサー

ビスにアクセスすることが

難しい 

①③予め組織全体として、共有

することが見込まれる人材

やデジタルサービスをある

程度、通年で確保しておく 

②上記で対応できない場合、な

るべく迅速に調達が行える

仕組みを用意しておく 

 

③ 人材 
項番 課題 課題の根本原因 解決の方向性 

3.1.1 アジャイル型開発におい

て、プロダクトオーナーは

行政側で担う必要がある

が、行政職員ではプロダク

トオーナーの役割を的確に

果たせないリスクがある 31 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロダクトオーナー、又はそれ

を補佐・支援する行政職員のア

ジャイル型開発や情報システ

ムに関する知識・経験が乏しい 

アジャイル型開発や情報シス

テムの知識・経験のある人員

が、プロダクトオーナーを補

佐・支援する 

3.1.2 プロダクトオーナー候補の行

政職員に対する、アジャイル型

開発トレーニングプログラム

の実施 

3.1.3 管理職向けのアジャイル型開

発におけるマネジメントに関

する研修プログラムの実施 

                                                   
30 例として、以下のような事項が挙げられる。 

・ユーザーリサーチ（インタビューの設計／リクルーティング／実査／分析／結果整理等）の追加実施 

・プロトタイプ開発に必要なデジタルサービスの調達 
31 例として、以下のような事項が挙げられる。 

・開発するサービスのビジョンを明確にできず、開発チームが開発の目的を理解、判断できない 

・要求を言語化、整理できず、開発チームが何の機能を作ればよいか理解、判断できない 

・ユーザーインターフェースの方針を決められず、開発チームがどのように利用者の体験を設計すれば

よいか理解、判断できない 
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令和元年度 行政機関におけるアジャイル型開発の導入に関する調査研究 

項番 課題 課題の根本原因 解決の方向性 

3.2.1 アジャイル型開発の経験・

スキルを持った民間の優秀

な人材を雇用することが難

しい 

アジャイル型開発に適した組

織文化がないことが、民間の人

材に対し「行政でアジャイル型

開発の実施は難しく、雇用先と

して適していない」という印象

を与えることに繋がっている 

アジャイル型開発を側面から

支援するしくみを作ることで、

困難なプロジェクトに挑戦し

やすい環境を作る 

3.2.2 ジョブディスクリプション（期

待される役割、必要とされるス

キル等）が明確になっていない

場合は採用のミスマッチが発

生しやすく、アジャイル型開発

の民間人材が応募するにあた

ってのリスクが大きい 

アジャイル型人材をプロジェ

クトベースの有期雇用で採用

するためのジョブディスクリ

プションのひな型を共有する。 

専門人材を行政内部で抱え込

まず、キャリアアップの１ステ

ップとして行政のフィールド

でアジャイルの実践に挑戦し

てもらうものと考える 

3.2.3 適切な人材へのタッチポイン

トが不足している 

アジャイル型開発に適した人

材とのタッチポイントを設け

る 

 

④ 組織 
項番 課題 課題の根本原因 解決の方向性 

4.1.1 

  

行政組織の中でプロダクト

オーナーの役割をどう定義

し、プロジェクトを運営し

たらよいかが分からない 

  

プロダクトオーナーは、発注側の

行政職員にとって新しく求められ

る役割であるが、開発事業者は、

（主に民間領域における）アジャ

イル型開発の実践を通してプロダ

クトオーナーの役割に期待を持っ

ている 

行政職員がプロダクトオーナーを

担うにあたり、開発事業者と認識

のギャップが発生し、開発に必要

な活動が抜け落ちてしまう可能性

がある 32 

行政職員が担うプロダクト

オーナーの役割を明文化す

る 

4.1.2 突然の人事異動、体調不良による

休暇、兼務による業務量過多の場

合など、プロダクトオーナーが役

割を担えなくなるケースが発生し

うる 

 

 

 

プロダクトオーナーは個人

の役割であるが、チームと

しての体制を整える 

                                                   
32 例えば、行政職員はバックログの優先順位を開発事業者が判断するか、又は判断材料を準備して積極的

に提案・調整してくれると期待する。一方、開発事業者は、バックログの優先順位決めや判断材料の準

備はプロダクトオーナー（行政職員）が責任を持って主体的に行うことを期待しており、当該作業は実

施しない。 
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令和元年度 行政機関におけるアジャイル型開発の導入に関する調査研究 

項番 課題 課題の根本原因 解決の方向性 

4.2.1 短い期間で継続的に仕様変

更が行われる度に、組織内

の合意プロセスを通す必要

があり、スピードに欠ける 

ピラミッド型での承認を伴う組織

内の合意プロセスと、現場で判断

を行うことを前提とするアジャイ

ル型開発の思想がマッチしない 

なるべく現場に近い職員に

意思決定の権限を下ろしつ

つ、関係部門との的確で円

滑な調整も両立できるよ

う、フェーズによってふさ

わしい体制を構築する 

4.3.1 アジャイル型開発に必要な

役割のうち、多くを外部委

託に頼らざるを得ないた

め、アジャイル型開発の実

践を通した知見を行政機関

の中に蓄積しづらい 

優秀なアジャイル型開発の専門人

材を個々の行政機関で長期的に雇

用することは、継続的な業務の確

保や、予算面で困難 

アジャイル型開発を扱うデ

ジタルサービスの専門組織

を、複数行政組織の横断組

織（COE）として組成する。 

COEがノウハウや教訓、事例

等の知見を集約・蓄積し、共

有するとともに各機関の取

組を支援する 

 

⑤ 調達 
項番 課題 課題の根本原因 解決の方向性 

5.1.1 情報システム開発は通常、

請負契約で行われている。

この場合に、アジャイル型

開発に関する要件を、調達

仕様書でどのように定義

すればよいかが分からな

い 

請負契約では、契約時点で完成

すべき成果物の内容を明確に

しなければならず、プロジェク

トを通じて成果物を作りこん

でいくアジャイル型開発の在

り方と相容れないように見え

る 

調達フェーズの観点から、アジャ

イル型開発に適した場面を特定

する 

 

①工数によって要件定義が可能

な調達 

例えば、UI 設計等において、予

め画面や機能の詳細まではあえ

て決め切らず、開発のために、何

回のスプリントを、どのスパンの

イテレーションで回すのか、それ

に伴いどれだけの工数を見込む

のかを定義する 

発注者として必ず実現すべき機

能は明記し、イテレーションの中

で要否も含めて検討したい機能

は上記の記述とすることとなる 

5.1.2 ②成果物の要件を定義する必要

がない調達 

例えば、MVPの特定・検証を調査

研究事業として実施する 

5.1.3 準委任契約を用いる 
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令和元年度 行政機関におけるアジャイル型開発の導入に関する調査研究 

項番 課題 課題の根本原因 解決の方向性 

5.2.1 アジャイル型開発の調達

先の評価・選定が困難 

アジャイル型開発に実績のあ

るデジタルサービスの見極め

や導入プロセス等の知見が、行

政機関の間で共有できていな

い 

アジャイル型開発を適用したデ

ジタルサービスの事例（調達仕様

書や計画書等のドキュメント類

を含む）やノウハウ・教訓等の情

報を担当者間で共有できる場や

ネットワークを作る 

 

※ベストプラクティスだけでな

く、失敗から得られる教訓も重要 

5.2.2 調達を担う行政職員にアジャ

イル型開発や情報システムに

関する知識・経験が乏しい 

アジャイル型開発や情報システ

ムの知識・経験のある人員が、調

達を補佐・支援する 

 

⑥ 契約 
項番 課題 課題の根本原因 解決の方向性 

6.1.1 アジャイル型開発ではチー

ム内での対話・コミュニケー

ションを重視するが、業務委

託契約（請負契約や準委任契

約）では、行政職員が開発メ

ンバーと密なコミュニケー

ションを取ることが制限さ

れている 

行政職員と開発事業者の開発メ

ンバー間の緊密なコミュニケー

ションが、偽装請負（発注者か

ら受注者の現場担当者へ指揮命

令している）とみなされてしま

うリスクがある 

偽装請負とみなされるリスク

を回避するため、アジャイル

型開発における行政側のコミ

ュニケーションの方法を明確

化し、共有する 

6.1.2 労働者派遣契約によって外部

リソースを調達する 
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令和元年度 行政機関におけるアジャイル型開発の導入に関する調査研究 

(3) 解決策の整理 

前節において挙げた課題に対し、行政におけるアジャイル型開発の先行事例を参考と

して、解決の方向性に基づいて課題の解決策を整理する。 

 

① 適用範囲 

項番 課題(再掲) 解決の方向性(再掲) 解決策（案） 

1.1.1 サービスを開

発する上で、ど

の範囲にアジ

ャイル型開発

を適用するの

がよいか判断

できない 

アジャイル型開発を

導入することの必要

性や妥当性を専門的

な見地からレビュー

するプロセスを設け

る。その上で、アジャ

イル型開発を行う意

義を言語化するプロ

セスを徹底する 

・アジャイル型で開発する必要性や妥当性を専門家

がジャッジする（神戸市） 

・アジャイル型開発を適用する際に、チームが「な

ぜアジャイル型で開発を行うのか」、アジャイル型

開発を行う意義を言語化するプロセスを、ガイド

等で推奨する(仮説） 

・プロジェクト開始時に、専門家からメンバーにア

ジャイル型開発の意義等を理解するためのレクチ

ャーを行う（神戸市） 

1.1.2 開発フェーズによっ

てアジャイル型開発

の適用範囲を切り分

ける考え方の提示 

・アジャイル型開発の適用範囲の切り分け方につい

て、ガイド等を提示する。例えば、MVP特定（リサ

ーチ／コンセプト開発など）及び MVP 検証（プロ

トタイプ開発／ユーザーテストなど）まではアジ

ャイル型開発で行い、その過程で確認された要求

事項や前提・制約条件等を踏まえて要件定義を行

い、以降はウォーターフォール型で開発を進める、

といった整理が考えられる（中小企業庁インタビ

ュー、英国 GDS事例より） 

1.1.3 開発のスコープによ

ってアジャイル型開

発の適用範囲を切り

分ける考え方の提示 

・アジャイル型開発の適用範囲の切り分け方につ

いて、ガイド等で提示する。例えば、アジャイル型

開発は一般に、ビジネスロジックやデータモデル

などの構築と比較して、ユーザーインターフェー

スなど利用者体験に関わる部分の開発においてメ

リットを発揮しやすい（会計検査院事例より） 

1.1.3  開発のスコープによ

ってアジャイル型開

発の適用範囲を切り

分ける考え方の提示 

・アジャイル型開発の適用範囲の切り分け方につい

て、ガイド等で提示する。例えば、アジャイル型開

発は一般に、潜在ニーズ可視化や不透明な業務要

件への対応にメリットを発揮しやすい。この特性

により公共調達のシステムのように制度や法律な

どを元にシステム化するビジネスロジックやデー

タモデルなどと比較して、ユーザーインターフェ

ースなど利用者体験に関わる部分の開発において

メリットを発揮しやすい（会計検査院事例より） 
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令和元年度 行政機関におけるアジャイル型開発の導入に関する調査研究 

項番 課題(再掲) 解決の方向性(再掲) 解決策（案） 

1.1.4  行政におけるアジャ

イル型開発の実践や、

適用の判断を行った

事例の共有 

・組織の枠を超えたアジャイル型開発推進コミュニ

ティの形成、コミュニティによる実践者の相互支

援（英国 GDS） 

・行政において実践されたアジャイル型開発の事例

（プロダクト情報、契約書・調達仕様書などのド

キュメント、実践したプラクティス等）を共有・再

利用できる仕組みを構築する。その際、政府情報

システム管理データベース（ODB）の活用も検討す

る(仮説） 

【想定される解決策実行上の阻害要因】 

・行政職員が積極的に事例を共有することへモチベ

ーション維持ができない 

・組織間の壁により共有が進まない 

1.1.5 アジャイル型開発に

関する有識者の意見

を取り入れる 

・企画段階でアジャイル型開発の実践経験豊富な民

間企業や専門家と適用範囲等についてディスカッ

ションする（デンマーク） 

【想定される解決策実行上の阻害要因】 

・行政の文脈を理解しながらディスカッションがで

きるような実践経験豊富な専門家は少ない 

・相談先の専門家が一部に集中してしまい、権威化

してしまう恐れがある 

 

・CIO 補佐官や技術顧問等としてアジャイル型開発

に知見のある専門人材を採用する（神戸市） 
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令和元年度 行政機関におけるアジャイル型開発の導入に関する調査研究 

② プロジェクト企画 

項番 課題(再掲) 解決の方向性(再掲) 解決策（案） 

2.1.1 仕様を予め明確

に定義しないの

に、期待に見合っ

た成果物を納品

してもらえるか

不安を感じる 

① アジャイル型開発は

品質を段階的に確認

しながら作りこんで

いくアプローチであ

ること、また、品質

は、アジャイル型開

発のプロセスを通じ

て、最終的にプロダ

クトオーナーによっ

て定義されることを

明確化する 

② 成果物についての仕

様書の記載事例を共

有する 

① アジャイル型開発の特徴を、プロジェクトに

関わる予定の職員及びその管理職に短時間で

正確に知識として理解するためのガイダンス

を行う 

(例:フェーズを分割し、フェーズ毎にクオリ

ティゲートを設けることで段階的に品質を積

み上げる(JUSE研究)) 

②アジャイル型開発の事例（調達仕様書や計画書

等のドキュメント類を含む）やノウハウ・教訓

等の情報を担当者間で共有できるネットワー

クの形成を、政府であれば、内閣官房や総務省

などの横断的組織が、自治体であれば、広域自

治体が主導するのが望ましい。それを国が支

援することも考えられる 

・企画段階でアジャイル型開発の実践経験豊富

な専門家と適用範囲についてディスカッショ

ンする（1.1.5再掲） 

2.2.1 MVPの特定・検証

のフェーズにお

いて、検討を進め

る中で明らかに

なっていく要件

に合わせて、必要

な外部人材やデ

ジタルサービス

をタイムリーに

調達することが

難しい 

① ③予め組織全体と

して、共有すること

が見込まれる人材

やデジタルサービ

スをある程度、通年

で確保しておく 

② 上記で対応できな

い場合、なるべく迅

速に調達が行える

仕組みを用意して

おく 

① ③デジタルサービス人材（例：神戸市のイノ

ベーション専門官）とデジタルサービス開発

のプラットフォームとなるツールセットを、

組織全体で確保しておく 

② 迅速に必要な人材やデジタルサービスにアク

セスできるような情報データベースを作って

おく（例：調達マーケットプレイス（英国）） 

 

③ 人材 
項番 課題(再掲) 解決の方向性(再掲) 解決策（案） 

3.1.1 アジャイル型開

発において、プロ

ダクトオーナー

は行政側で担う

必要があるが、行

政職員ではプロ

ダクトオーナー

の役割を的確に

果たせないリス

クがある 

アジャイル型開発や情

報システムの知識・経験

のある人員が、プロダク

トオーナーを補佐・支援

する 

プロダクトオーナーに求められる役割をチーム

で補完する 

・行政側の組織内で支援チームや支援人材を確

保する（中小企業庁事例） 

【想定される解決策実行上の阻害要因】 

・すべての行政組織が支援可能なチームや人材

を確保するのは難しい 

 

・開発事業者とは別に、プロダクトオーナー支援

業務の調達を行い、アジャイル型開発の実践経

験豊富な専門家のサポートを得る（仮説） 

【想定される解決策実行上の阻害要因】 

・別途、調達が必要となり、行政職員の業務負荷

がかかる 

 

・開発の調達仕様に、プロダクトオーナー補佐を

含める（仮説） 
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項番 課題(再掲) 解決の方向性(再掲) 解決策（案） 

3.1.2 アジャイル型開

発において、プロ

ダクトオーナー

は行政側で担う

必要があるが、行

政職員ではプロ

ダクトオーナー

の役割を的確に

果たせないリス

クがある 

プロダクトオーナー候

補の行政職員に対する、

アジャイル型開発トレ

ーニングプログラムの

実施 

・プロダクトオーナー候補の行政職員向けの実

践的なトレーニングプログラムを提供する（英

国 GDSアカデミー33） 

・調達仕様の中に、行政職員に対するアジャイル

型開発のトレーニングを含め、開発事業者から

トレーニングを受ける（仮説） 

3.1.3 
 

管理職向けのアジャイ

ル型開発におけるマネ

ジメントに関する研修

プログラムの実施 

行政職員の管理職向けのマネジメントに関す

る研修プログラムを提供する 

3.2.1 アジャイル型開

発の経験・スキル

を持った民間の

優秀な人材を雇

用することが難

しい 

アジャイル型開発を側

面から支援するしくみ

を作ることで、困難なプ

ロジェクトに挑戦しや

すい環境を作る 

アジャイル型開発、デジタルサービス、デジタ

ル・トランスフォーメーションなどを担う専門

組織を立ち上げて専門人材を一括採用し、各機

関のプロジェクトの支援に当たらせる（経済産

業省デジタル・トランスフォーメーション室、

英国 GDS、米国 18F） 

3.2.2 アジャイル型人材をプ

ロジェクトベースの有

期雇用で採用するため

のジョブディスクリプ

ションのひな型を共有

する。 

専門人材を行政内部で

抱え込まず、キャリアア

ップの１ステップとし

て行政のフィールドで

アジャイルの実践に挑

戦してもらうものと考

える 

・プロジェクトベースでの採用を前提として、ジ

ョブディスクリプションを明確にする（経済産

業省 34） 

・ジョブ型雇用を行うにあたってのポイントを

記載したガイドラインを策定する（英国） 

3.2.3 アジャイル型開発に適

した人材とのタッチポ

イントを設ける 

広く柔軟な採用が行えるよう、民間の転職サー

ビスを利用し、幅広い層へアプローチできるよ

うにする（仮説） 

 

 

 

 

 

                                                   
33 行政情報システム研究所, 「行政におけるデザイン思考の推進に向けた人材育成に関する調査研究」, 

2019 
34 経済産業省 商務情報政策局 情報プロジェクト室 デジタル化推進マネージャーの採用

（https://www.bizreach.jp/content/668/） 

https://www.bizreach.jp/content/668/
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④ 組織 
項番 課題(再掲) 解決の方向性(再掲) 解決策（案） 

4.1.1 行政組織の中で

プロダクトオー

ナーの役割をど

う定義し、プロジ

ェクトを運営し

たらよいかが分

からない 

行政職員が担うプロダ

クトオーナーの役割を

明文化する 

・プロダクトオーナーの役割について、他の構成

員との役割分担も含め、ガイド等で提示する

（仮説） 

・プロダクトオーナーの役割を記載した、契約書

の雛形を作成、公開する（IPA事例より 35） 

・調達仕様書に、プロダクトオーナーの役割を記

載する（仮説） 

4.1.2  

 

プロダクトオーナーは

個人の役割であるが、チ

ームとしての体制を整

える 

プロダクトオーナーの正担当の他に、副担当を

アサインすることをガイド等で推奨する（仮説） 

4.2.1 短い期間で継続

的に仕様変更が

行われる度に、組

織内の合意プロ

セスを通す必要

があり、スピード

に欠ける 

なるべく現場に近い職

員に意思決定の権限を

下ろしつつ、関係部門と

の的確で円滑な調整も

両立できるよう、フェー

ズによってふさわしい

体制を構築する 

開発する行政サービスについて、なるべく現場

に近い職員に決定権限を下すことを基本とす

る。具体的には、 

① プロトタイプの制作では、利用者視点に立って

あるべきサービスを制作するのに最も適任の

者を、役職を問わず、プロダクトオーナーとす

る 

② 本番サービスの開発では、現場の責任と権限を

持ち、関係部門との調整を機動的に行える管理

職又はこれに準ずる職位の者をプロダクトオ

ーナーとする。その他の職員はプロダクトオー

ナーを補佐・支援する 

4.3.1 アジャイル型開

発に必要な役割

のうち、多くを外

部委託に頼らざ

るを得ないため、

アジャイル型開

発の実践を通し

た知見を行政機

関の中に蓄積し

づらい 

アジャイル型開発を扱

うデジタルサービスの

専門組織を、複数行政組

織の横断組織（COE）と

して組成する。 

COEがノウハウや教訓、

事例等の知見を集約・蓄

積し、共有するとともに

各機関の取組を支援す

る 

・省庁や組織横断の専門組織を立ち上げ、ノウハ

ウや教訓、事例等の知見を集約・蓄積し、共有

するとともに各機関の取組を支援する（英国

GDS、米国 18F、経済産業省デジタル・トランス

フォーメーション室） 

・アジャイル利用範囲の状況に合わせて COE の

役割を変えることが経験則として有効（研究会

メンバー） 

初期：手厚く支援 

中期：経験者を後方支援 

拡大期：仕組化して支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
35 情報処理推進機構, アジャイル開発版「情報システム・モデル取引・契約書」, 2020 
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令和元年度 行政機関におけるアジャイル型開発の導入に関する調査研究 

⑤ 調達 
項番 課題(再掲) 解決の方向性(再掲) 解決策（案） 

5.1.1 情報システム開

発は通常、請負契

約で行われてい

る。この場合に、

アジャイル型開

発に関する要件

を、調達仕様書で

どのように定義

すればよいかが

分からない 

調達フェーズの観点か

ら、アジャイル型開発に

適した場面を特定する。 

①工数によって要件定

義が可能な調達 

例えば、UI 設計等にお

いて、予め画面や機能

の詳細まではあえて決

め切らず、開発のため

に、何回のスプリント

を、どのスパンのイテ

レーションで回すの

か、それに伴いどれだ

けの工数を見込むのか

を定義する。 

発注者として必ず実現

すべき機能は明記し、

イテレーションの中で

要否も含めて検討した

い機能は上記の記述と

する 

フェーズでいえば外部設計、スコープであれば

UIに関する部分の作りこみ等は、いずれも「解

決の方向性」に示した方式を適用可能な場合が

ある。これらの考え方と具体的な実践方法につ

いて事例を含めて示す 

 

なお、具体的にどの部分にアジャイル型が適用

可能かは一律に定めがたい。上記の「考え方」

に基づき個別に判断することが必要 

5.1.2  ②成果物の要件を定義

する必要がない調達 

例えば、MVPの特定・

検証を調査研究事業

として実施する 

MVP 特定・検証のフェーズは調査研究事業と

し、具体的な機能やデザインではなく、事業の

背景・目的、調査やプロトタイピングに必要な

プロセスを定義するにとどめる 

 

なお、アジャイル型開発を決め打ちにしない場

合は、開発手法（ウォーターフォール／アジャ

イル）の指定は行わず、事業目的に、利用者視

点で利便性の高いサービスを作ることを明記

したり、実施内容にユーザーインタビューやユ

ーザーテストなどのプロセスを記載すること

で、アジャイル型開発のアプローチを採用する

ことを促すことも考えられる（中小企業庁、会

計検査院） 

5.1.3 準委任契約を用いる 準委任契約にて調達する。（中小企業庁） 

【想定される解決策実行上の阻害要因】 

準委任契約では開発事業者は契約不適合責任

を負わないため、システム等完成までのコント

ロールを発注者側がしっかり行う必要がある 

 

・通常の準委任契約に基づく評価に加え、成果物

に関する評価基準、特にアジャイル導入の目的

を達成できたか等を正しく評価するプロセス、

及び情報の蓄積が重要となる（研究会メンバ

ー） 
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令和元年度 行政機関におけるアジャイル型開発の導入に関する調査研究 

項番 課題(再掲) 解決の方向性(再掲) 解決策（案） 

5.2.1 アジャイル型開

発の調達先の評

価・選定が困難 

アジャイル型開発を適

用したデジタルサービ

スの事例（調達仕様書や

計画書等のドキュメン

ト類を含む）やノウハ

ウ・教訓等の情報 36を担

当者間で共有できる場

やネットワークを作る 

事例（調達仕様書や計画書等のドキュメント類

を含む）やノウハウ・教訓等の情報を担当者間

で共有できるネットワークの形成を、政府であ

れば、内閣官房や総務省などの横断的組織が、

自治体であれば、広域自治体が主導するのが望

ましい。自治体の取組を国が支援することも考

えられる（例：自治体向けアプリマーケットプ

レイス（経済産業省 37）） 

5.2.2 アジャイル型開発や情

報システムの知識・経験

のある人員が、調達を補

佐・支援する 

行政側の組織に支援チームや支援人材を確保す

る（中小企業庁事例） 

【想定される解決策実行上の阻害要因】 

・チームや支援人材を確保できる行政機関は限

られる 

・調達支援・PMO、CIO 補佐官業務等の一環とし

て、アジャイル型開発の実践経験豊富な専門家

のサポートを得る（仮説） 

【想定される解決策実行上の阻害要因】 

・別途、調達が必要となり、行政職員の業務負荷

がかかる 

 

⑥ 契約 
項番 課題(再掲) 解決の方向性(再掲) 解決策（案） 

6.1.1 アジャイル型開

発ではチーム内

での対話・コミュ

ニケーションを

重視するが、業務

委託契約（請負契

約や準委任契約）

では、行政職員が

開発メンバーと

密なコミュニケ

ーションを取る

ことが制限され

ている 

偽装請負とみなされる

リスクを回避するため、

アジャイル型開発にお

ける行政側のコミュニ

ケーションの方法を明

確化し、共有する 

偽装請負とみなされるリスクを回避するため、

アジャイル型開発における行政側のコミュニケ

ーションの方法について、ガイド等で提示する

（IPA38） 

6.1.2 労働者派遣契約によっ

て外部リソースを調達

する 

労働者派遣契約によってアジャイル型開発の開

発メンバーを調達する（特許庁） 

【想定される解決策実行上の阻害要因】 

・行政職員側の管理負荷が増大する 

・アジャイル型人材のジョブディスクリプショ

ンをどのように定義すればよいのかが明確に

なっていない 

・労働者派遣契約の市場では、アジャイル型開発

に必要となる人材を確保できない可能性があ

る 

                                                   
36 ベストプラクティスだけでなく、失敗から得られる教訓も重要。 
37 経済産業省, 経済産業省におけるデジタル化の取組と自治体向けデジタルマーケットプレイスの検討, 

2019 
38 情報処理推進機構, アジャイル開発版「情報システム・モデル取引・契約書」, 2020 
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6. まとめ 
本調査研究では、行政機関が利用者中心の行政サービスや急速な環境変化への対応

を求められる中、重要性を増すアジャイル型開発を導入するにあたっての実務的な課

題を棚卸しして整理し、解決策を提示した。 

具体的には、①アジャイル型開発手法に関する文献調査、②アジャイル型開発の経験

を有する行政機関、実務家・専門家へのヒアリング、並びに③政府及び IT企業による

研究会での検討を行った。その結果、ヒアリング及び研究会での議論を経て、「課題及

び解決の方向性」、並びにプロジェクトの現場での実践に役立つと考えられる具体的な

解決策を提示した。 

これらの整理を通じて、今後の行政サービスの開発において調達の現場担当者にと

って役立つ知識を、一種のガイドに近い形で抽出・提示することができたと考えている。 

以上を踏まえ、今後、政府・自治体においてアジャイル型開発を導入するにあたって

は、特に以下の２点に取り組むことが重要になると考えられる。 

 

 アジャイル型開発は万能のツールではなく、活用すべきフェーズや領域の見

極めが重要である。行政機関にあっては、事例の蓄積を通じてプロジェクト

の組成・運営手法を洗練・高度化すべきである。 

 アジャイル型開発の成否は、メンバーの力量に拠るところが大きい。支援で

きる専門家のアサイン、参加者への実務知識の付与、プロジェクト環境づく

りが重要である。 

 

政府・自治体にあっては、本調査研究から得られた知見を活用し、アジャイル型開発

の実践に取り組み、その成果を他の機関等とフィードバック・共有することで、国全体

若しくは地域全体としてのデジタル技術活用の高度化に資することが求められる。 
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